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はじめに 

 
 
 第六分科会に与えられた命題は、長計策定全体のなかで、「新しい視点に立った国際
展開」を担当し、具体的には「多様な政策手段を活用した包括的国際協力のあり方お

よび国際的な核不拡散の強化に向けた原子力平和利用の展開に関する事項」を検討す
ることとなっている。いうまでもなく、長期計画は、我が国の国内計画であり、国際
問題それ自体としては存在しない。従って本分科会の使命は、他の分科会が提示した

課題の遂行にあたって、如何なる国際問題があるかを検討し、それらを解決するため
の具体的施策を明らかにする事にある。その際われわれは従来のような対外援助的な
国際協力や国際貢献という視点ではなく、国際的課題への主体的取組と積極的な対応

という基本姿勢をとることとした。 
 われわれの論議の出発点乃至は基礎となった問題意識は、前回長計から今回に至る
までの数年間における原子力を巡る世界情勢の変化の大きさである。それは次の点に

おいて顕著である。即ち世界経済におけるグローバリゼーションの進展、規制緩和、
自由化、市場化、冷戦の終結が世界の人々の期待をうらぎってもたらした核拡散の危
険の増大、そして地球温暖化問題意識の一層の高まりである。 
 原子力は、すぐれて国際的主題であるといわれる。それは他の産業技術との対比に
おいて原子力技術の有する２つの特質に由来する。その１は原子力が軍事技術として
開発され、その平和目的への転換が現在われわれの利用している技術の起源なのであ

り、技術そのものには平和も軍事もない。核物質も同様である。その２は原子力の内
包する潜在的リスクの大きさである。チェルノブイリ事故の例をあげるまでもなく、
万一の場合の影響は国境を超えて広がる恐れがある。われわれ人類が原子力のもたら

すエネルギーとしての恩恵を享受するために、常に真剣に取り組むべき課題が、核拡
散の防止と安全の確保であることの理由はここにある。この報告においてわれわれは
これに如何に取組、如何なる施策をとるかを示そうと試みた。 
 そこでまず、我が国のエネルギー安全保障の観点から原子力が将来とも重要な選択
肢の一つであることを踏まえて、世界の現状認識から出発し、非核保有国にして原子
力発電大国である我が国が、核燃料サイクル政策を推進するために取り組むべき課題

と施策を提示し､そのために核不拡散に係る個別の問題に如何に対応するかを論議し
た。そして原子力の安全確保と研究開発にとって重要な国際協力の項目に対する積極
的取組をしめし、最後にアジア､欧米をはじめ各地域別の課題、特にアジア地域におけ

る我が国の協力のあり方について言及している。 
 その中で、とくにわれわれが重要と考えたのは、我が国の核燃料サイクル政策と核
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不拡散問題との関連である。現状の国際政治の下における核兵器の不拡散に関する条

約（ＮＰＴ）体制については、様々の視点からの論議がある。例えば不平等条約論、
核保有の現状固定化論などがそれである。しかし、ここでわれわれがこの問題をとり
あげた視点は、我が国が非核保有国の中で再処理工場の運転と建設を進め、核燃料サ

イクルの確立を目指している世界で唯一の国であること及び使用済燃料の再処理から
抽出されるプルトニウムを国内外に相当量保有していることからくる世界の注目にど
う対応するかということである。原子力基本法と非核３原則遵守の決意とその下にお

ける平和利用開発への信頼は、核燃料サイクル政策全体の透明性と、核軍縮、核拡散
防止への積極的行動があってこそ得られるのである。 
 
この分科会に付託された「新しい視点に立った国際的展開」という命題に応えるこ
とは容易なことではない。しかしこの報告書において資源小国、経済大国の我が国が
核不拡散と安全の確保を大前提としてエネルギー安全保障と環境保全を目途に、国際

的課題に主体的、積極的に取り組むかたちを示しておきたい。 
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第１章 新しい視点に立った国際的展開 

１．１．１．１．    最近の国際情勢に対する認識最近の国際情勢に対する認識最近の国際情勢に対する認識最近の国際情勢に対する認識 

(1)(1)(1)(1)    世界各国の情勢世界各国の情勢世界各国の情勢世界各国の情勢    
我が国の原子力平和利用の展開に関する国際的取組を検討するにあたっては、ま

ず海外の諸情勢に対する正確な理解と把握が重要であることはいうまでもない。 
欧米においては、新規の原子力発電開発が停滞している。米国の初期の原子力発

電所のいくつかは閉鎖され、全体として欧米に関しては原子炉の基数は減少してい
る。欧州ではスウェーデンのバーセベック軽水炉発電所の閉鎖が決定された。また、
フランスのスーパーフェニックス高速増殖炉の閉鎖が決定された。これらの背景と

しては、エネルギー、電力の分野における規制緩和、市場化の進行、特に欧州にお
いては脱原子力、反原子力を掲げる政党の政権参加、広域的エネルギー供給網の整
備等さまざまの状況がある。 

しかし、米国においては、電力供給の約２０％、欧州においては約３０％が原子
力であり、稼働率の良い既存の発電所からの発電コストは化石燃料のそれと十分に
競争可能とされている。また米国においては過去１０年以上も新規の原子力発電所

の運転開始がなかったのは、相次ぐ規制強化や変更に伴い建設費が大幅に上昇する
一方、電力自由化の進展と共に優位な経済性を持つ天然ガスによるコンバインドサ
イクル発電1が選択されたためであり、必ずしも脱原発、反原発ということではない。

また欧州ではＥＵ統合を背景に、近年、電力、天然ガスの供給網の発達が著しく、
エネルギー問題は各国別の事情よりも地域全体で把握する必要があり、例えばフラ
ンスの原子力発電所からの電力は、周辺各国に輸出されている。しかし欧州では、

チェルノブイリ事故の後遺症を拭い去ることは難しい。 
現在、世界全体では約２割の電力が原子力によって供給されているが、その内の

約１７％は日本を含むアジア地域であり、北米、欧州はそれぞれ約３５％、である。

経済協力開発機構／国際エネルギー機関（ＯＥＣＤ／ＩＥＡ）2の予測では、北米と
欧州においては減少するものの、その分をアジアがカバーするので２０２０年にお
ける原子力発電容量は変わらないとしている。この地域ではさまざまな不確定要因

                                         
1 コンバインドサイクル発電 

石油や天然ガスなどの燃料を燃やして得た熱を、ガスタービン等を用いて電力に変換し、その排熱を利用して、更に発電
をするシステム。 

2 国際エネルギー機関（ＩＥＡ） 
ＯＥＣＤの内部組織。１９７４年ＯＥＣＤ理事会決定により、国際エネルギー計画の実施機関として設立され、加盟国に
おける石油を中心としたエネルギー安全保障を確立するとともに、中長期的にエネルギーの需給構造を改善することを目
的としている。 



4 

はあるが、中長期的には、依然として高い経済成長とそれに伴うエネルギー需要が

予想される中で発電計画を含む原子力研究開発利用の拡大の機運が存在している。
しかし、アジア地域の各国の国情はさまざまであり、原子力利用の段階も多様であ
る。既に相当規模の原子力発電所を運転中で今後も積極的に進めていこうとする国

では、国民合意の形成、使用済燃料、放射性廃棄物の処理処分に課題があり、今後
導入しようとしている国においては産業技術レベル、資金調達等の問題に加え、人
材養成や技術、制度面のインフラ整備等課題も多い。また、北東アジアでは北朝鮮

の核兵器開発疑惑、南アジア地域ではインド、パキスタンの核保有、核実験などに
よる核拡散の懸念の現実化が憂慮されている。 
旧ソ連・中東欧地域においては、原子力発電は電力供給力に占める役割は大きい

が、ロシア製原子炉の安全性確保の問題に加えて、旧ソ連崩壊後に生じている核物
質管理の不備による核拡散の懸念が増大している。特に、解体核兵器からのプルト
ニウムと高濃縮ウランの適切な管理、処分について、その緊急性が高まっている。 

このような状況の中で、原子力産業は、国際競争の激化を背景にグローバル化が
進展しており、欧米においては、少数のグループへと国際的再編が進んでいる。こ
れらのグループに共通する特徴は加圧水型軽水炉（ＰＷＲ）3、沸騰水型軽水炉（Ｂ

ＷＲ）4双方の技術及び核燃料の成型加工、特に混合酸化物（ＭＯＸ）燃料5製造の
技術を保有していることであり、将来のアジア市場での国際競争において、極めて
有利な立場をもつことが予想される。 

また、原子力研究開発利用を進める各国に共通する問題として、放射性廃棄物の
取扱いがある。例えば韓国や台湾の使用済燃料や、フランス、スウェーデン等で進
められている高レベル放射性廃棄物の処分等各国共に真剣に取り組んでいるが、そ

の対応には苦慮している。この問題は、今後も原子力研究開発利用を進めていく上
で避けて通れない問題であり、国際的に協力しながら解決を図る必要がある。 

                                         
3 加圧水型軽水炉（ＰＷＲ） 

減速材及び冷却材に軽水（重水に対していう普通の水のこと）を用い、高い圧力を加えて沸騰を抑える方式の原子炉。そ
のため、炉心で発生した熱を取り出す系とタービンへ送るための蒸気を発生する系が熱交換器で分離されているのが特徴。 

4 沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ） 
原子炉の水を直接沸騰させて蒸気をつくり、蒸気を直接タービンに送って発電機をまわし発電する炉型。我が国で約３０
基稼動。 

5 混合酸化物（ＭＯＸ）燃料 
二種類以上の酸化物である核分裂性核種を含む核燃料であり、普通、酸化ウランと酸化プルトニウムの混合物を主体とし
た核燃料をさす。 
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(2)(2)(2)(2)    核不拡散と核軍縮を巡る動向核不拡散と核軍縮を巡る動向核不拡散と核軍縮を巡る動向核不拡散と核軍縮を巡る動向    
原子力の平和利用開発を円滑に実施していく上で、核不拡散体制の維持と、安全

確保がその大前提である。したがって、開発の当初から、核物資や関係技術が転用
されないために種々の国際的制度が設定されてきたところである。 

しかしながら、１９９０年代初頭からのイラクの秘密裏の核開発計画の露呈や、
北朝鮮の核開発疑惑など、「核兵器の不拡散に関する条約（ＮＰＴ）」6体制の内側か
らの挑戦に続き、ＮＰＴ体制の外側からの挑戦として、１９９８年のインド及びパ

キスタンによる核実験が実施されるなど、核拡散の現実化という核不拡散体制に対
する重大な挑戦が行われてきている。また、冷戦終焉後の旧ソ連における、不備な
管理による核物質の不法流出の懸念も増大しているほか、昨今、利用目的の明確で

ない民生用プルトニウムの保有量の増加を核拡散の懸念の高まりとして指摘する
声が強まってきている。 
一方、核軍縮の分野においては、戦略兵器削減条約（ＳＴＡＲＴ）7交渉の進捗停

滞、米国上院の包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）8批准否決など、１９９５年のＮ
ＰＴ運用検討・延長会議において採択された「原則と目標」の具体的進展がはかば
かしくない状況が続いている。このような状況の下で、核軍縮の進展の歩みも遅く、

核不拡散体制の安定性・有効性に好ましくない影響を与えている。 
このような状況の下で、米露の解体核兵器からのプルトニウムと高濃縮ウランの

適切な管理・処分問題について、緊急性が高まっており、当事国の責任は言うまで

もないが、関係各国の国際的協力も求められる大きな課題となっている。 
２０００年４月２４日から５月２０日まで開催されたＮＰＴ運用検討会議では、

                                         
6 核兵器の不拡散に関する条約（ＮＰＴ） 

１９７０年３月発効。核兵器保有国（米旧ソ英仏中）をこれ以上増やさないために、非核兵器国の核兵器保有への道を永
久に閉ざす事によって核の拡散を防止する事を狙って設けられた国際的枠組みである。非核兵器国にとって不利な不平等
条約であるので、国家安全保障上の理由から加盟しない国（インド等）もある。条約の期限である１９９５年に無期限延
長が決定された（参考参照）。 

7 戦略兵器削減条約（ＳＴＡＲＴ） 
１９８２年から米ソ間で交渉が開始された戦略核兵器を主体とした軍備管理条約であり、ＳＴＡＲＴ−１（第１次戦略兵
器削減条約）およびＳＴＡＲＴ−２（第２次戦略兵器削減条約）の２つの条約からなる。ＳＴＡＲＴ−１については、１
９９１年に米ソ間で署名されたが、その後のソ連崩壊を受け、ロシア、ウクライナ、ベラルーシ、カザフスタンを協定当
事国として、１９９４年に発効した。本条約においては、７年間で、ウクライナ、ベラルーシ、カザフスタンの戦略核兵
器はすべてロシアに移送され、米ロは戦略核弾頭の総数をそれぞれ６，０００発以下に削減することになっている。ＳＴ
ＡＲＴ−２については、１９９３年に米ロ間で署名され、米国は１９９６年に批准し、ロシアは２０００年に批准のため
の国内法を整備した。この条約が発効すれば、米ロの戦略核弾頭は２００３年までにそれぞれ３，０００～３，５００発
まで削減されることになる。 

8 包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ） 
締約国の義務として、核兵器の全ての実験的爆発および他の核爆発を禁止しており、仮に、これらの実験的爆発および他
の核爆発が行われた場合には、国際監視制度による監視活動と現地査察による査察により、核爆発の事実を確認する仕組
みを規定している。ＣＴＢＴは、１９９６年９月１０日の国連総会で圧倒的多数の賛成で採択され、９月２４日には条約
が署名開放された。日本は、核兵器を保有する５か国に続き、同日、署名を行った。また、日本は、１９９７年７月８日
に条約の批准書を国連に寄託し、４番目の批准国となった（参考参照）。 
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①ＣＴＢＴ早期発効及び発効までの核実験モラトリアム、②軍縮会議に対し兵器用

核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）9交渉の即時開始及び５年以内の妥結を含む
作業計画に合意することの奨励、③ＳＴＡＲＴプロセスの継続及び一方的核軍縮の
推進、④核廃絶を「究極的」目標としてではなく、「明確な約束」とすること等、

核軍縮・不拡散における将来に向けた前向きな措置を含む最終文書をコンセンサス
で採択したが、我が国は豪州とともに８項目の提案を行い、全会一致による合意形
成のための基盤を提供し、会議の成功に大きく貢献した。今次会議の合意に基づき、

核兵器のない世界を一日も早く実現すべく、更なる努力を行っていく。 

(3)(3)(3)(3)    原子力安全への取組原子力安全への取組原子力安全への取組原子力安全への取組    
我が国は、原子力の開発利用を開始して以来、一貫して安全確保を最優先に取り

組んできたと認められる。この間、国際協力を通じて得られた知見や経験を国内の
安全確保対策に役立てるとともに、我が国で培われた安全確保対策のノウハウを積
極的に関係諸国、機関に提供することにより、世界の原子力安全の向上に努めてき

た。具体的には、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）10、経済協力開発機構／原子力機関
（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）11等の国際機関を通じた多数国間協力、二国間の原子力協力
協定等に基づく二国間協力等の枠組みの中で、規制情報、技術情報の交換、人材交

流等を行うとともに、事業者においても、世界原子力発電事業者協会（ＷＡＮＯ）
12等の枠組みを通じ、他国の事業者との意見交換や交換訪問等を行っている。 
このような中、１９９９年９月に茨城県東海村において発生したウラン加工工場

臨界事故（以下、「ＪＣＯ事故」という）は、２名の死亡を含む３名の作業者の重
大な被ばく、周辺住民への避難要請、屋内退避要請が行われるなど、我が国原子力
開発利用の歴史上最悪の事故となった。４０年以上にわたり安全確保を大前提に原

子力の開発利用を進めてきた我が国において、このような事故が発生したことは、

                                         
9 兵器用核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ） 

兵器用核分裂性物質生産禁止条約とは、核兵器その他の核爆発装置用のプルトニウム及び高濃縮ウランの生産を禁止する
条約のことで、ＣＴＢＴに続く多数国間の核軍縮・核不拡散措置の一つ（参考参照）。 

10 国際原子力機関（ＩＡＥＡ） 
米国の提唱を契機に、１９５７年、国際原子力機関憲章に基づき設立され、世界の平和、保健及び繁栄に対する原子力の
貢献を促進し、増大すること、また、その管理下で提供された援助が軍事的目的を助長するような方法で利用されないよ
う確保することを目的としている（参考参照）。 

11 経済協力開発機構／原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ） 
１９５８年、原子力平和利用における協力の発展を目的とし、原子力政策、技術に関する意見交換、行政上・規制上の問
題の検討、各国法の調査及び経済的側面の研究を実施するために欧州原子力機関（ＥＮＥＡ）として設立。１９７２年、
我が国が正式加盟したことに伴いＮＥＡに改組（参考参照）。 

12 世界原子力発電事業者協会（ＷＡＮＯ） 
World Association of Nuclear Operatorsの略。１９８６年のチェルノブイル事故を契機として提案され、１９８９年に
発足した原子力発電事業者の国際的協力機関。会員相互の交流により原子力発電所の運転に関する安全性と信頼性を高め
ることを目的としている。運転情報の交換、運転データの収集、事故情報の交換、国際機関との協力などの活動を行って
いる。 
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我が国はもとより、諸外国にも大きな衝撃を与え、原子力に対する信頼を大きく損

ねたことは極めて遺憾である。 
今回の事故では、国際的にも高い安全水準の達成を目指してきた我が国にあって、

事故時における情報発信のあり方、更なる原子力安全文化13の醸成など、原子力安

全分野全般にわたる多くの課題が指摘され、これまでに事業者における安全確保の
徹底にとどまらず、国における安全規制の強化、原子力防災体制の見直し・強化の
対策が講じられてきている。 

この事故により損なわれた原子力利用に対する信頼を回復するためには、これら
の対策について、着実にその実効をあげるとともに、海外に対してもこれらの取組
について適切に情報発信していくことが不可欠である。勿論、その取組の結果は今

後の安全の積み重ねという「実績」で示していかなければならないことは言うまで
もない。 

(4)(4)(4)(4)    地球温暖化問題を巡る状況地球温暖化問題を巡る状況地球温暖化問題を巡る状況地球温暖化問題を巡る状況    
地球温暖化問題は、自然の生態系の生存基盤に深刻な影響を与える地球規模の環

境問題であり、その解決が急務となっている。その対策としては、省エネルギーの
実施と共にエネルギー供給面の対応として、温室効果ガスの排出を極力抑制できる

エネルギー源の開発、普及が求められている。 
このため、我が国においては、再生可能エネルギーの開発・導入促進に向けた努

力とともに、発電過程において二酸化炭素を発生しないエネルギー源として、原子

力の果たす役割に対する期待が高い。目下のところ、西欧諸国や米国においては、
地球温暖化防止との関係において原子力発電の活用に積極的な考えを有する国も
あるものの、実際に原子力を進める動きは見られていない。こうした中、各国は、

原子力が京都メカニズム14の一つであるクリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）15の対象
として、原子力を含めるか否かについて様々な立場をとっている。 

                                         
13 原子力安全文化（セーフティカルチャー） 

IAEA/INSAGの定義では、「すべてに優先して原子力プラントの安全の問題が、その重要性にふさわしい注意を集めるこ
とを確保する組織及び個人の特性と姿勢を集約したもの」とされている。 

14 京都メカニズム 
気候変動枠組条約第３回締約国会議（京都会議）で採択された「京都議定書」（先進国の温室効果ガス排出量削減目標を
設定）で規定する各国の排出量削減対策に柔軟性を与えるメカニズム。「排出権取引（ＥＴ）」、「共同実施（ＪＩ）」、「ク
リーン開発メカニズム（ＣＤM）」がある。 

15 クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ） 
京都メカニズムの一つ。途上国が排出削減などの事業を先進国の協力のもとに行い、持続可能な開発に役立てると同時に、
この事業によって生じる排出削減量を国際的にチェックした上で、先進国（投資国など）に譲り渡し、その国の温室効果
ガス削減量に加える制度。 
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２．２．２．２．    国際的課題への主体的な取組国際的課題への主体的な取組国際的課題への主体的な取組国際的課題への主体的な取組 

(1)(1)(1)(1)    基本認識基本認識基本認識基本認識    
原子力はその裾野の広さ、人類社会全般への影響の大きさから、本来国際的な視

野に立って取り組むべき技術であり、原子力を将来とも重要なエネルギーの選択肢
とするために、その国際的課題に対する正しい取組が極めて重要である。したがっ
て、２１世紀に向かってこの分野における我が国の果たすべき役割について、その

理念と具体的政策を、国が行うべき項目を中心に内外に明確に提示するべきである。 
資源小国の経済大国日本のエネルギー安全保障にとって、原子力は極めて重要で

あり、プルトニウムを自前のエネルギー資源として利用していく核燃料サイクル16

の意義を国の政策として確認するとともに、官民協力のもとこれを世界に対してタ
イムリーに発信していかなければならない。また原子力開発利用を平和目的に限っ
て行うことが、軍事利用の世界の現状に目を閉ざすことであってはならず、今後更

に世界的な核軍縮と核不拡散体制の強化を目指して、解体核兵器に由来する核物質
の管理処分計画に対しても、主体的に取り組んでいく。 
今後、原子力開発を適切に進めていくにあたっては、これまでの対外援助、貿易

輸出的国際協力、国際貢献といった視点より、国際的課題への主体的取組と積極的
対応という視点が重要である。 

(2)(2)(2)(2)    主体的取組のあり方主体的取組のあり方主体的取組のあり方主体的取組のあり方    
今後、我が国は、相手国のニーズあるいは国際機関等からの要請に応じて受動的

に対応するだけでなく、より主体的に、また能動的に取り組む中で戦略を構築して
いかなければならない。 

それにはまず、原子力を巡る現在及び将来における国際的課題が何であるかを明
らかにし、その上でいかに対処すべきかを考えることが大切である。また現時点で
の国際的課題を選択するにあたっては、将来の動向をも念頭においた長期的な視点

が不可欠である。 
同時に忘れてはならないのは、「国益」という観点である。しかも目指すべきは

自国の利益の一方的追求ではなく、国際社会にも寄与する、いわば「開かれた国益」

である。このことは、原子力政策については、一層重要な意味を持つ。 
これまで、我が国の原子力技術は先進諸国との国際協力を通じて進展してきたが、

                                         
16 核燃料サイクル 

天然に存在するウラン資源等の製錬、核燃料への加工等を経て、核燃料として原子炉で利用されるまで、及び使用済燃料
の再処理により再び核燃料として利用するという核燃料の過程の一連の流れ、さらには、放射性廃棄物が処理処分される
までの全ての過程を総合した、ウラン資源等を有効利用するための体系。 
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今後は科学技術先進国の一員として、欧米やロシア等、原子力に携わる他の主要な

国々と密接に連携しながら、世界の原子力研究開発利用に積極的に貢献していくこ
とが求められており、そのための主体的な取組が必要である。その際、アジア地域
に位置する先進国として、この地域の社会経済のために各国の原子力開発を支援し

ていくことも国際的責務の一つであり、国際的動向を適切に把握しつつ、各国の
ニーズに対して、官民それぞれの立場で積極的に対応していく必要がある。 
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第２章 我が国の核燃料サイクル政策の推進に関する取組 

１．１．１．１．    我が国の原子力平和利用堅持の理念と体制の世我が国の原子力平和利用堅持の理念と体制の世我が国の原子力平和利用堅持の理念と体制の世我が国の原子力平和利用堅持の理念と体制の世界への発信界への発信界への発信界への発信 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
平和利用の原子力開発を推進するに当たっては、核不拡散の担保と安全の確保は

必須の要件である。冷戦終了後の現在、５つの核兵器国に加えて、ＮＰＴに加盟し
ていないインド、パキスタンが核実験を行っている。ロシアにおける核兵器解体後

の核物質管理の脆弱さから、核物質の不法流出の懸念があり、また、イラク、北朝
鮮のように、ＮＰＴに加盟している国においても、核兵器開発の疑いが生じた例が
ある。 

核軍縮は、米露二ヶ国を中心に進んではいるが、必ずしも期待された程の進捗を
見せていない。一方、核兵器の政治的・軍事的価値は、これ迄の核兵器国において
は減少傾向を示しているものの、紛争地域にある諸国、地域における覇権を狙う国

にとっての政治的意味は、今後むしろ増大していく可能性がある。 
このような国際情勢の中で、原子力の開発利用、特にプルトニウム利用政策を

とっている我が国の原子力平和利用路線に対する疑念が存在することは否定でき

ない。 
原子力平和利用路線に対する理解を求めていくためには、国内の原子力開発利用

政策、開発状況についての一層の透明性を向上させ、内外へ情報を積極的に発信す

ること、国際的な核不拡散政策の推進に主体的に取り組むことを国の基本的政策と
して実行しなければならない。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
我が国は原子力開発の第一歩から一貫して、人道的見地はもちろんのこと、原子

力基本法に則り、民主・自主・公開の原則の下、原子力研究開発利用を平和利用目
的に限って推進してきた。また、核兵器については、「持たず、作らず、持ち込ま

せず」の非核三原則を国是とし、また、ＮＰＴに加盟し、ＩＡＥＡによる包括的保
障措置17を受け入れ、厳重な核物質の計量管理、適切な核物質防護18措置を実施して

                                         
17 保障措置 

原子力の平和利用を確保するため、核物質（ＩＡＥＡ憲章第２０条で定義された原料物質、特殊核分裂性物質）が核兵器
その他の核爆発装置に転用されていないことを検認すること。なお、「核兵器の不拡散に関する条約」（ＮＰＴ）を締結し
ている非核兵器国は、同条約に基づきＩＡＥＡとの間で保障措置協定を締結し、全ての平和的な原子力活動に係る全ての
核物質について保障措置を適用することが義務づけられており、このような保障措置を包括的保障措置という（参考参照）。 

18 核物質防護 
核物質の盗取等による不法な移転を防止するとともに、原子力施設及び輸送中の核物質に対する妨害破壊行為を未然に防
ぐことを目的とした措置であり、平和利用に徹し安全に原子力活動を進める上で必要不可欠な措置（参考参照）。 
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きている。さらに、ＣＴＢＴについては、１９９７年に批准し、またＩＡＥＡ保障

措置の強化のための追加議定書19も、１９９９年に他の原子力先進国に先駆けて締
結したところである。 
にもかかわらず、依然我が国が核兵器を開発するのではないかとの疑念が海外の

論調等において表明されることがあるのは極めて遺憾である。しかしながら、海外
にはこのような見方が存在することを事実として十分認識して、地道にかつ決然と
した態度をもって、誤解を解く努力を続けていかなければならない。 

そのため、自ら率先して原子力平和利用に専心している姿を世界に明らかにし、
我が国として非核兵器国であることの堅持が国益にかなうことを、より強力に発信
することが肝要である。また、世界の核不拡散努力に協力しつつ、原子力を真に人

類社会の福利に役立つものにしていくことが重要である。そのためには、自らが
培ってきた科学技術力により、地球規模の問題として継続的に積極的に対応すべき
エネルギー問題の解決に貢献していくことが重要である。 

今後、我が国が原子力平和利用に専心する国であることへの国際的理解を促進す
るためには、原子力基本法、非核三原則、ＮＰＴに基づく義務の完全履行について
説明を尽くすのみならず、非核兵器国であるということが国益にかなうことを明確

に示すことが重要である。日本の原子力平和利用の理念と体制を堅持することは原
子力委員会の最も重要な責務であり、絶えず世界へ発信し理解を促進するよう努力
していく。以下にこの点について、我が国のいくつかの主張を試みる。 

①①①①    原子力平和利用を堅持する我が国の国益原子力平和利用を堅持する我が国の国益原子力平和利用を堅持する我が国の国益原子力平和利用を堅持する我が国の国益 

i)i)i)i)    非核兵器保有の国益非核兵器保有の国益非核兵器保有の国益非核兵器保有の国益 

エネルギーや食料等の多くを海外に依存している我が国が、国際社会におい

て平和裏に生存していくためには、世界が政治的、経済的に安定していること
が極めて重要である。 
このため、我が国は、国際社会から信頼される国として、世界の自由貿易体

制の中で、国際協調を基調として繁栄を享受していく道を選択している。核兵
器開発によりもたらされるものは、日米同盟関係の崩壊、アジアを中心にした
国際的緊張と反発、総合安全保障の喪失、国際的孤立とそれに伴う国内経済の

破綻に過ぎず、得るものはなく失うもののみである。 

                                         
19 追加議定書 

イラクによる核開発疑惑を契機として、ＩＡＥＡ保障措置の実効性を強化し及びその効率を改善することによる核兵器の
不拡散体制を強化するための協定。ＩＡＥＡに提供する情報の拡充、ＩＡＥＡに対する補完的なアクセスの提供等につい
て規定している。我が国は、１９９９年１２月１６日に発効（参考参照）。 
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ii)ii)ii)ii)    日本国民の原爆体験日本国民の原爆体験日本国民の原爆体験日本国民の原爆体験 

核兵器使用の悲惨さを身をもって体験した我が国は、自らが核兵器による加
害者となるような政策は国民感情として受け入れられない。そもそも原子力平
和利用は、このような国民感情の合意の下で始まったものであり、それは現在

も受け継がれ、原子力平和利用の厳守と核兵器廃絶への願いの原動力となって
いる。 
このように国民は核兵器に対して、特別な感情を有しており、原子力平和利

用活動には高い透明性と緊張感が求められ、何らかの秘密活動を行うことは官
民いずれにおいても考えられない。 

②②②②    国際的な管理システムによる透明性確保国際的な管理システムによる透明性確保国際的な管理システムによる透明性確保国際的な管理システムによる透明性確保 

i)i)i)i)    ＩＡＥＡ包括的保障措置ＩＡＥＡ包括的保障措置ＩＡＥＡ包括的保障措置ＩＡＥＡ包括的保障措置 

ＮＰＴ締結国の義務として、我が国はＩＡＥＡと保障措置協定を締結し、国
内の全ての核物質についてＩＡＥＡ包括的保障措置を受け入れている（ＩＡＥ

Ａ査察業務の約２０～３０％が我が国の査察に当てられていると推定される）。
これまでＩＡＥＡ包括的保障措置は十分有効に機能しており、平和利用核物質
が核兵器に転用された事実がないことが常に確認されている。 

ii)ii)ii)ii)    ＩＡＥＡ追加議定書ＩＡＥＡ追加議定書ＩＡＥＡ追加議定書ＩＡＥＡ追加議定書 

未申告の核物質や原子力活動の探知を目的として、１９９７年５月にＩＡＥ
Ａ理事会で合意された追加議定書の作成に積極的に協力するとともに、追加議

定書に基づく拡大申告及び補完的なアクセスの試行を行い、１９９９年１２月、
この追加議定書を世界で８番目に締結した。 
本来追加議定書は未申告の核物質の軍事利用が懸念される国々を念頭に作

成されたものであるが、原子力平和利用に専心している我が国が、大規模な原
子力活動を行っている国としては最初に追加議定書を発効させた意義は大き
い。 

iii)iii)iii)iii)    二国間協定に基づく国際的監視二国間協定に基づく国際的監視二国間協定に基づく国際的監視二国間協定に基づく国際的監視 

我が国の保有している主な核物質の７割強（濃縮ウラン：７３％、プルトニ
ウム：７５％。１９９８年末現在）は日米原子力協定の対象であることから、

これらの核物質の取扱い及び管理状況についての適切な情報が米国に提供さ
れており、原子力活動の主要部分に係る情報は米国の監視下にある。 
さらに、英国、フランス、カナダ、オーストラリア等の核燃料物質供給国と

の協定により、我が国に存在する核物質の殆ど全ては関係各国の監視下にある。 
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③③③③    国国国国際的な核不拡散政策へのイニシアティブ際的な核不拡散政策へのイニシアティブ際的な核不拡散政策へのイニシアティブ際的な核不拡散政策へのイニシアティブ 
プルトニウム利用の透明性向上を図るため、１９９２年から９７年にかけて日
本・米国・ロシア・イギリス・フランス等が協議の上策定した「国際プルトニウ
ム指針」20については、我が国は極めて積極的にその策定に参画した。これは、

我が国がプルトニウムの民生利用に何ら他意を有していないことの証でもある。 
また、ロシアの余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力について、我が国が
培った原子力平和利用技術を基に主体的な貢献を果たしている。 
このような我が国の核不拡散政策へのイニシアティブについては、核拡散リス
ク低減のための国際的技術開発協力、プルトニウム透明性の一層の向上施策、朝
鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）21プロジェクトへの積極的協力、「核不拡

散研究センター（仮称）」の設置構想の検討、などに向けて、今後一層の努力を
する方針である。 

 

我が国の原子力政策は、世界の中でも強い反核感情と、特に原子力エネルギーを
必要とする国情、という相反する２つの事情を背景に特有なものにならざるを得な
い。これに対する国際的理解を得るため、厳に平和利用目的に限った原子力研究開

発利用を前提としたエネルギー政策についての理解を促進するよう努力を強化し
ていくべきである。 

                                         
20 国際プルトニウム指針 

プルトニウム管理に係る基本的な原則を示すとともに、その透明性の向上のため、参加国が保有するプルトニウム（平和
利用のプルトニウム及び軍事目的にとって不要となったプルトニウム）の量を毎年公表すること等を内容として、関係国
が協議の上、策定した指針（参考参照）。 

21 朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ） 
北朝鮮に対する軽水炉の供与、軽水炉建設までの間の代替エネルギー（重油）供給等を実施するために設立された国際機
関。 
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２．２．２．２．    我が国のプルトニウム利用政策に対する国際的理解促進活動の積極我が国のプルトニウム利用政策に対する国際的理解促進活動の積極我が国のプルトニウム利用政策に対する国際的理解促進活動の積極我が国のプルトニウム利用政策に対する国際的理解促進活動の積極
的推進的推進的推進的推進 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
現下の国際情勢は、ソ連崩壊による核拡散の懸念の増大、余剰兵器プルトニウム

の管理・処分問題の緊急性の高まり、インド、パキスタンの核実験実施、民生用プ
ルトニウムのストックの増加等を背景として、国際的に核不拡散に関する関心が高

まっている。こうした中、これまでも述べたごとく、我が国が今後プルサーマル22等
の本格的なプルトニウム利用を円滑に進めていくためには、世界の国々から理解と
信頼を得ることが極めて重要である。 

我が国は、核燃料サイクルを国内外の信頼を維持しつつ実施していくため、国際
的な核不拡散体制から要求される義務に加えて、利用目的のない余剰プルトニウム
を持たないとの原則の下、毎年分離プルトニウムの管理状況を公表するとともに、

適時にプルトニウムの需給見通しの試算を明らかにし、さらに国際プルトニウム指
針の策定に積極的に貢献するなど、プルトニウム利用計画の透明性の向上に努めて
いる。１９９８年末現在、核分裂性及び非核分裂性プルトニウム同位体の合計とし

て、我が国は国内に約５トン、海外に約２４トンのプルトニウムを保有している。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    

①①①①    プルトニウム利用の意義についての発信プルトニウム利用の意義についての発信プルトニウム利用の意義についての発信プルトニウム利用の意義についての発信 
世界で例のない非核保有の原子力発電大国である我が国のプルトニウム利用
政策、すなわち、プルトニウムをエネルギー資源として利用していくという核燃
料リサイクルを前提とした原子力平和利用政策の意義・根拠、必要性、安全性、

経済的側面等について、環境保全の観点も含め、海外からの問題意識に明確な回
答を発信していく必要がある。 
各項目について詳述することはこの報告書の役割ではないが、例えば必要性に

ついては、資源小国の我が国にとって使用済燃料中のプルトニウムは数少ない準
国産エネルギー資源であること、循環型社会の形成に向けて原子力は資源リサイ
クルの視点からも重要であること等、安全性については、国内の安全規制当局に

より、常に適切に安全性の事前確認が行われていること、また特に軽水炉におけ

                                         
22 プルサーマル 

使用済燃料の再処理により回収されるプルトニウムを、一般の原子力発電所（軽水炉）で燃料として利用すること。海外
では１９８０年代から利用が本格化しており、我が国では２０１０年までに累計１６～１８基において順次実施していく
ことが計画されている。 
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るＭＯＸ燃料の利用の安全性については、既に欧州等で長期にわたる実績がある

こと等、また、経済的側面については、それを判断するに当たって様々な要素が
あるが、海外に十分に理解できる形で正確な根拠を示して説明すること等、であ
る。 

②②②②    プルトニウム需給見通しの説明等、プルトニウム利用のプルトニウム需給見通しの説明等、プルトニウム利用のプルトニウム需給見通しの説明等、プルトニウム利用のプルトニウム需給見通しの説明等、プルトニウム利用の透明性の向上透明性の向上透明性の向上透明性の向上 
プルトニウム利用に関しては、平和利用の堅持について海外に無用の懸念を抱
かしめないよう、計画的にすすめていくことが必要である。しかしながら１９９

５年８月にプルトニウムの需給見通しの試算を公表して以降、関連計画の進捗状
況は以下のとおり徐々に変化している。 
すなわち、まず、供給側の計画に関しては、六ヶ所再処理23工場の建設が遅れ、

竣工が２００３年から２００５年へ変更され、また東海再処理工場は、１９９７
年より停止中という状況にある。次に需要側の計画に関しては、ＢＮＦＬ社のＭ
ＯＸデータ不正問題の影響で、軽水炉によるプルサーマル計画の開始の遅れが生

じるとともに、青森県の大間における改良型沸騰水型原子炉24のフルＭＯＸ炉心
化によるプルサーマル計画は、当初より２年遅れて２００７年運転開始予定と
なっている。また、高速増殖原型炉「もんじゅ」は、１９９５年より停止中であ

る。なお、高速増殖実証炉計画については、今後の高速増殖炉研究開発の状況等
を踏まえ柔軟に対応することになっている。 
このようにプルトニウムの利用に関しては、需要と供給双方の側に不確定要素

が常に存在するが、その場合においても、全体のプルトニウム需給に適切に配慮
した、柔軟なプルトニウム利用をはかることとし、その利用の透明性を向上させ
る努力を続け、国際的理解を促進すべきである。 
我が国のプルトニウム利用の見通しについては、「利用目的のない余剰プルト
ニウムは持たない」原則を踏まえて、状況に対応した説明を適時に行うことが肝
要であり、上述した状況について積極的に海外に説明をしていく。その上で、プ

ルトニウムはプルサーマルによる発電と高速増殖炉などの研究開発に利用する
方針に変更はなく、適切にプルトニウム利用を図っていくことを、明確に発信し
ていく必要がある。 

                                         
23 再処理 

使用済燃料から化学的プロセス等により、再び核燃料として利用できるウランとプルトニウムを分離し、それ以外の核分
裂生成物等を放射性廃棄物として分離するための作業。 

24 改良型沸騰水型原子炉 
日本における軽水炉技術の定着化をはかるために実施してきた第３次改良標準化の一環として、一層の信頼性、安全性の
向上、稼働率・設備利用率の向上、廃棄物量の低減、運転性・保守性の向上及び経済性の向上を目指して開発された炉型
であり、電気出力を１３５．６万 kWにするとともに、従来型の沸騰水型炉（ＢＷＲ）に比して種々の改良設計を採用し
ている。改良型ＢＷＲの柏崎刈羽６号及び７号は、それぞれ１９９６年、９７年に営業運転開始。 
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３．３．３．３．    国際輸送の円滑な実国際輸送の円滑な実国際輸送の円滑な実国際輸送の円滑な実施施施施 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
我が国のみならず、原子力利用を行う各国が円滑に原子力発電を行っていくには、

核燃料物質、放射性廃棄物の国際輸送が円滑かつ着実に実施されることが不可欠で
ある。なかでも、近年、輸送ルート沿岸諸国をはじめ国際的に注目を集めている英
仏から我が国への高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）及びＭＯＸ燃料の返還輸

送については、我が国としても国際的な理解促進のため関係各国に働きかけを行っ
てきた。 
これまで、我が国から英仏への使用済燃料の輸送が１９６９年以来、１６０回以

上実施され、我が国の電気事業者と英仏の再処理事業者との現在の契約分の輸送に
ついては既にほとんど終了しており、今後は国内で再処理することを原則としてい
る。高レベル放射性廃棄物の返還輸送については、１９９５年以来５回実施済みで

あり、今後十数年間にわたり、輸送が行われる見込みである。また、ＭＯＸ燃料に
ついては、１９９９年に第１回輸送を実施したところであり、今後約１０年にわ
たって輸送が行われる見込みである。 

これらの輸送については、国内の諸法令や、国際的な安全基準等はもとより、特
にＭＯＸ燃料輸送については、日米原子力協力協定等の二国間協定上の関連する規
定や核物質防護条約25等に沿って実施している。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
こうした中、国際輸送の回数を重ねるに従い、カリブ諸国や南太平洋諸国等の沿

岸諸国を中心として、輸送の安全性に対する懸念や万一の事故時の補償についての

関心が示されている状況となっている。大部分が原子力利用国でないこれらの諸国
の理解を得ることの困難性に加え、近年の原子力を巡る不祥事の悪影響も相俟って、
これらの諸国との関係悪化が懸念されるようになってきている。このような現状に

おいて、我が国の事情、輸送の安全性等の情報発信による理解の増進、万一の事故
に対する沿岸国の不安を減少するための方策の検討、多様な輸送ルートの確保、輸
送回数の減少方策の検討など、取り組むべき課題が多い。 

このため、政府及び事業者においては、関係する英仏の政府及び事業者とも緊密

                                         
25 核物質防護条約 

平和的目的のために使用される核物質を不法な取得及び使用から守ることを目的とする条約。国際輸送中および国内で使
用、貯蔵又は輸送される平和目的のための核物質に対して適切な防護の措置を取ること、核物質に関する犯罪を規定し、
容疑者が刑事手続きを免れることのないように効果的な措置を取ることなどについて規定している。本条約は、１９８７
年に発効し、我が国は１９８８年にこの条約に加入した（参考参照）。 
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に連携しつつ、輸送の必要性と今後の見通し、また安全性や万一の場合の補償につ

いての説明を行うことにより、理解を促進する努力を重ねてきているが、今後、我
が国の核燃料サイクル諸政策を進めるに当たっては、こうした動向をも十分考慮す
ることが必要である。 

言うまでもなく、機微な核物質の国際輸送においては、政府間の調整手続が不可
欠である。したがって、今後とも外交努力による理解活動はもちろん、政府及び事
業者が密接に連携し、この問題に対応していくことが肝要である。 

また、これまでは主として我が国と欧州の間での核物質の国際輸送が問題となっ
ているが、今後は解体核の処分を巡って、欧州と米国との間に行われることも考え
られる。従って関係各国が共同して、核物質輸送の必要性の理解向上に努力しなけ

ればならないグローバルな課題となろう。 
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４．４．４．４．    使用済燃料の国際的管理の構想への対応使用済燃料の国際的管理の構想への対応使用済燃料の国際的管理の構想への対応使用済燃料の国際的管理の構想への対応 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
昨今、韓国、台湾等の原子力発電所の使用済燃料貯蔵量の増大と貯蔵容量の逼迫

の見通し等を背景として、使用済燃料の貯蔵について、国際会議等の場においても
国際共同貯蔵構想が論じられるようになってきている。韓国、台湾は、これまでの
ところ再処理政策はとっていない。 

我が国においては、使用済燃料は再処理するまでの間、国内において適切に貯蔵
管理することを基本方針としており、原子力発電所敷地内での貯蔵に加え、発電所
敷地外での中間貯蔵について、昨年必要な法整備を行い、その具体化が進められて

いるところである。すなわち、我が国としては、自国の使用済燃料を国外の国際共
同貯蔵施設に貯蔵する政策はとっていない。 
使用済燃料の国際共同貯蔵構想の歴史は古く、米国の核不拡散法の実施に関連し

て、国際核燃料サイクル評価（ＩＮＦＣＥ）26の場においても、制度的核不拡散の
具体的施策のひとつとして提唱された。中規模原子力発電国にとっては、各国別に
貯蔵施設の設備投資を行うより、関係国が共同して大型の施設を建設、運営するこ

との経済的な理由がある。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
使用済燃料国際共同貯蔵構想の実現可能性については、まず、使用済燃料の受入

れを希望する適切な国があるかどうかが問題である。受入国ではなく、送り出し国
や第三国のみがイニシアティブをとって議論を進めても、構想の円滑な実現は困難
である。また、受入国は、国際社会が安心して核物質の長期間貯蔵を委託出来るよ

う政治的に安定していることはもとより、核物質管理と核不拡散努力において評価
すべき実績を持つ国でなければならない。 
そもそも、使用済燃料あるいは放射性廃棄物の処分は、発生国が対応するという

のが国際的な基本認識である。使用済燃料あるいは放射性廃棄物の安全な貯蔵・処

                                         
26 国際核燃料サイクル評価（INFCE） 

核拡散防止の観点から核燃料サイクルを国際的に評価し直そうというカーター米大統領の呼びかけにより、昭和５２年 
１０月 INFCE設立総会が開催。最終総会は昭和５５年２月末に開催され、下記内容を含む最終コミュニケを採択した。 
・原子力に対しては、世界のエネルギー需要を満たすための役割を高めることが予測されており、原子力はこの目的のた       
めに広く利用されることが可能でありまた広く利用されるべきである。 
・保障措置は核不拡散と原子力平和利用の両立のための重要な手段であり、この保障措置をさらに効果的なものとする      
ため、保障措置の方法及び技術の改良を進めるとともに、原子力平和利用と核不拡散の調和を図るための、新たな国際  
制度の構築や核不拡散に有効な技術的代替手段の確立を図ることによって、核不拡散と原子力の平和利用は両立し得る  
し、またこれらの措置がとられるべきである。 
・原子力の平和利用に関する開発途上国の特別のニーズを満たすため、効果的な措置がとられることが可能であり、また、  
とられるべきである。 
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分のための国際協力と国際共同貯蔵・処分計画への我が国の参画とは別問題であり、

前者については前向きに対応していくべきであろう。我が国としては、使用済燃料
の貯蔵技術や高レベル放射性廃棄物の地層処分についての科学的知見を共有する
ことによって、国際社会に積極的に貢献していくべきである。 
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第３章 核不拡散の国際的課題に関する取組 

１．１．１．１．    余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
原子力平和利用の円滑な推進のための次世紀における課題としては、核拡散の懸

念への対応や、余剰兵器プルトニウムの管理・処分、環境修復等の核の負の遺産の
後始末がある。 
１９９６年４月の原子力安全モスクワ・サミットにおいて、米露の核軍縮に伴う

余剰兵器プルトニウムの管理・処分が核不拡散上重要な問題として取り上げられ、
そこでの合意も踏まえ、国際的にこの問題に関する技術的検討が実施されている。
米国は、自国の余剰兵器プルトニウムについて、ＭＯＸ燃料として燃焼する選択肢
と廃棄物として地層処分する選択肢の双方を追求していくことを決定し、関連施設
の建設計画を進めている。一方、ロシアでは、米露の二国間協力による取組をはじ
め、仏独露等の協力によるＭＯＸ燃料製造施設建設プロジェクト、後述する我が国
のアイデア等国際協力による複数の構想が進みつつある。 
１９９９年６月に開催されたケルン・サミットでは、我が国から軍縮・核不拡散

に関する２億ドル相当の旧ソ連諸国に対するプロジェクト支援を表明しており、こ
のうち一部を余剰兵器プルトニウムの管理・処分プロジェクトに充てていくことと
している。 
このような中で、我が国は、これまで研究開発を行ってきたＭＯＸ利用技術等の

経験を用いて、ロシアの高速炉27ＢＮ－６００による余剰兵器プルトニウムの処分
構想を提案した。これに基づき、１９９９年より核燃料サイクル開発機構とロシア
の研究機関との間で、共同研究を開始した。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
余剰兵器プルトニウムの管理・処分問題については、第一義的には米露の責任に

おいて取り組むべき問題であり、他のＧ８28諸国等の役割は補完的なものである。 
これは核軍縮の促進と核不拡散の観点から極めて重要な問題であるが、今後、国

際的な支援のあり方についての検討が具体化していく中で、我が国としては、米露
当事国の責任と当事国以外の協力意義のバランスを考慮しつつ、外交上の主体的な
協力を行っていくことが必要である。 

                                         
27 高速炉 

主に高速中性子を使って核分裂連鎖反応を起こさせるように設計された原子炉。中性子の減速材を使わない。 
28Ｇ８ 

西側先進諸国７ヶ国（米、英、仏、独、加、伊、日）とロシアを指す。 
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２．２．２．２．    ＩＡＥＡ保障措置の強化・効率化ＩＡＥＡ保障措置の強化・効率化ＩＡＥＡ保障措置の強化・効率化ＩＡＥＡ保障措置の強化・効率化 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
言うまでもなく、ＩＡＥＡ保障措置は、国際的な核不拡散体制の維持及び安定に

極めて重要な役割を果たしてきている。このＩＡＥＡ保障措置については、昨今、
ＮＰＴに加盟し、ＩＡＥＡ保障措置を受け入れていたイラクの核兵器開発計画の発
覚等を契機として、未申告の核物質や原子力活動の探知能力の向上を図るため保障

措置協定の追加議定書が取りまとめられ、順次実施されるなどその強化に向けた取
組が、国際的に進められている。 
このようなＩＡＥＡ保障措置の強化への国際的取組に対して、我が国は、自らの

原子力活動の透明性の一層の向上を図ることにより国際的な信頼を醸成するとと
もに、世界の核不拡散体制の強化に貢献するとの観点から、早期に追加議定書を発
効（１９９９年１２月）させるなど、積極的に取り組んでいる。しかし、世界的に

は、未だ追加議定書の締結国が一部に限られているのが現状であり、本年４月から
５月にかけて開催されたＮＰＴ運用検討会議の最終文書においても、追加議定書の
早期締結の重要性が指摘されるとともに、その推進のための具体的取組として、我

が国の提案を踏まえ、締結促進のためのＩＡＥＡにおける行動計画の策定の検討等
が盛り込まれたところである。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    

①①①①    追加議定書の締結国拡大の努力追加議定書の締結国拡大の努力追加議定書の締結国拡大の努力追加議定書の締結国拡大の努力    
追加議定書については、ＩＡＥＡ保障措置の強化を実効性のあるものとするた
めには、すべての国が追加議定書を締結することによりその普遍化を図ることが

必要不可欠であり、我が国としても、ＮＰＴ運用検討会議最終文書を踏まえ、Ｉ
ＡＥＡはもとより関係各国との緊密な連携の下、締結促進のための様々な方途を
検討しつつＩＡＥＡにおける締結促進のための行動計画の策定への積極的関与、

未締結国への働きかけ等そのための努力を継続する。 

②②②②    「統合保障措置」「統合保障措置」「統合保障措置」「統合保障措置」29292929の検討への積極的な参画の検討への積極的な参画の検討への積極的な参画の検討への積極的な参画    
追加議定書のＩＡＥＡによる実施には、人的・予算的に追加的な負担が想定さ

れるが、ＩＡＥＡの資源には限界があるのも現実であり、今後の保障措置の有効

                                         
29 統合保障措置 

包括的保障措置協定に基づく保障措置と、追加議定書に基づく保障措置を最適な形で組み合わせ、最大限の有効性と効率
性を目指す保障措置（参考参照）。 
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な実施のための資源の確保について、ＩＡＥＡはもとより関係各国による真剣な

議論が行われることが求められる。 
しかしながら、追加議定書の実施に必要な人的・予算的な追加的負担をどこま
で確保できるかは正確に予測できないことも事実である。したがって、そうした

状況を踏まえて、今後もＩＡＥＡ保障措置を効果的に実施するため、核不拡散を
確保するための優先課題の再検討と明確化を進め、現実の脅威に対応したＩＡＥ
Ａ保障措置の実施のあり方について検討していくことが重要である。 
今後のＩＡＥＡ保障措置の効果的な実施に関しては、現在、保障措置協定に基
づく包括的保障措置と追加議定書に基づく保障措置との統合を検討する「統合保
障措置」の検討がＩＡＥＡを中心として進められているところであり、その重要

性については、前述のＮＰＴ運用検討会議最終文書においても指摘されている。
「統合保障措置」の検討を通じて、核不拡散を確保するための優先課題に対して
重点化が図られるなど、ＩＡＥＡの限られた資源が効率的に用いられる仕組みが

構築されるよう我が国としても引き続き積極的に参画していく。 

③③③③    保障措置技術の研究開発への貢献保障措置技術の研究開発への貢献保障措置技術の研究開発への貢献保障措置技術の研究開発への貢献    
保障措置システムの基礎のひとつは、個々の計量管理・検証等の技術である。

各国の原子力の研究開発利用が進展し、多様化して行く中で、そのような様々な
条件に対して保障措置を適切に実施できるよう新たな技術の研究開発を実施し
ていく必要がある。このような技術の研究開発は、保障措置の効果を高めるとと

もに、その効率化にも資するものである。 
保障措置技術の研究開発については、我が国はじめＩＡＥＡ加盟国は、それぞ
れ保障措置技術開発援助プログラムを設定し、ＩＡＥＡの研究開発活動を支援し

てきているところである。今後とも、このようなＩＡＥＡ保障措置に対する技術
的支援を実施するとともに、関係各国による協力の下、保障措置技術の研究開発
に積極的に取り組んでいく。 

④④④④    国内保障措置制度の一層の充実国内保障措置制度の一層の充実国内保障措置制度の一層の充実国内保障措置制度の一層の充実    
我が国は、ＩＡＥＡ保障措置を受け入れるとともに、自ら、核原料物質、核燃
料物質及び原子炉の規制に関する法律（原子炉等規制法）に基づき、国内保障措

置制度を確立している。国内保障措置制度については、当面は、１９９９年１２
月の原子炉等規制法の改正により導入された保障措置に係る検査業務等に関す
る指定機関（指定保障措置検査等実施機関）制度を着実かつ効果的に運用し、今

後の追加議定書の実施等による保障措置関連業務の増大に適切に対応していく。 
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３．３．３．３．    核物質防護への取組核物質防護への取組核物質防護への取組核物質防護への取組 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
冷戦終結後の旧ソ連・東欧諸国における核物質管理の状況を踏まえ、核物質の不

法移転、海賊行為等、核拡散の懸念が国際的に指摘されている。このため、核テロ
リズム防止に向けた国際条約の検討が進められているほか、国内外における核物質
防護のあり方について、関心が高まっている。 

核物質の国際輸送に関して、その防護措置を規定する核物質防護条約は、１９８
７年に発効し、以来５年ごとに見直しを行うも特段改訂されることはなかった。し
かし、１９９８年、米国が国際情勢を踏まえ、核物質防護活動の強化を認識し、Ｉ

ＡＥＡにおいて本条約の改正のための専門家会合を開くことを支持する旨を表明
した。その結果、１９９９年１１月、ＩＡＥＡにおいて、非公式の専門家会合が開
かれた。同会合では、改正の要否を検討する前に、まずは各国の核物質防護の状況

を調査することとされ、本条約の技術及び運用面の検討を行うワーキング・グルー
プが設立されることとなった。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
これらの国際動向に対し、日本においては、原子力関係者の間でさえ、本問題に

ついての関心が高いとは必ずしも言えない状況である。核物質防護のあり方をどう
するかの問題については、国のみならず直接関係する産業界等の民間も一層関心を

持って議論に加わる等、積極的に対応していくことが望まれる。 
国際間及び国内を問わず、全ての核物質利用全般における防護措置の国際的な共

通の指針としてＩＡＥＡが定めているガイドラインは、１９７５年に公表されて以

来実情にあわせ、１９７７年、１９８９年、１９９３年にそれぞれ改訂が行われて
きたところであるが、１９９９年６月には、新たな改訂が加えられたガイドライン
が公表されている。今回の改訂では、原子力施設の脅威の策定などを行い、これに

応じた防護措置を採ることが明記されており、これを受け、我が国においても今後
積極的に対応措置を検討していくことが望まれる。 
また、核物質防護に関する技術開発については、これまで公開することが適当で

ない性格のものが多かったこともあり、具体的な国際協力、国際共同プロジェクト
は多くなかった。しかし、核物質防護に対する要請が強まっている現在、破壊活動
に対する原子力施設や輸送容器の安全性に関する関連技術の向上は望ましいもの

であり、制約はあるが、我が国としても世界的な技術開発を継続し情報交換を促進
していく。 
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４．４．４．４．    原子力資機材・技術の輸出管理原子力資機材・技術の輸出管理原子力資機材・技術の輸出管理原子力資機材・技術の輸出管理    

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
１９７４年のインドによる核実験を契機として、核兵器の水平拡散を防止するた

め、我が国、米国、フランス等の原子力関連技術保有国がロンドンにおいて協議を
行い、１９７８年、原子力資機材・技術の輸出に係るガイドライン（ロンドン・ガ
イドライン）が合意された。このガイドラインの合意に伴い、原子力資機材・技術

の保有国により構成される原子力供給国グループ（ＮＳＧ）が発足した。ＮＳＧ参
加国（２０００年６月５日現在で３８カ国）は、同ガイドラインに基づいた国内法
令を整備し、原子力資機材・技術について輸出管理を実施している。 

また、湾岸戦争後１９９０年に入り、国連が実施したイラク特別査察により、汎
用機材が核兵器開発目的に広く使用されていたことが発覚したことを契機に、汎用
機材に係る輸出管理強化の必要性が強く認識されたため、１９９２年には、原子力

専用機材を対象とする既存のガイドラインに加えて、原子力開発に利用可能な汎用
機材・技術を対象とするガイドラインが新設された。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
ロンドン・ガイドライン等に基づく輸出管理の着実な実施は、核兵器の水平拡散

防止及び原子力の平和利用の促進のために重大な意義を有するものであり、我が国
としては、他のＮＳＧ参加国等とも協調しつつ、原子力資機材・技術について、今

後とも引き続き厳格な輸出管理を実施していくことが必要である。 
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５．５．５．５．    ＣＴＢＴ早期発効及びＦＭＣＴ交渉開始に向けた努力ＣＴＢＴ早期発効及びＦＭＣＴ交渉開始に向けた努力ＣＴＢＴ早期発効及びＦＭＣＴ交渉開始に向けた努力ＣＴＢＴ早期発効及びＦＭＣＴ交渉開始に向けた努力 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    

①①①①    ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）    
１９９６年９月に国連で採択され、我が国は１９９７年７月に世界で４番目に
締結したＣＴＢＴは、核不拡散・核軍縮を着実に進めるうえで重要なステップの
一つである。本条約は、２０００年３月末現在、署名国１５５ヶ国に上るが、そ

の批准が本条約の発効要件となっている発効要件国４４ヶ国中批准国は未だ 
２８ヶ国であり、その早期発効が待たれている。 
ところが１９９９年１０月、米国上院がＣＴＢＴの批准を否決した。ＣＴＢＴ

成立に向け指導的役割を担っていた米国において、このような事態が発生したこ
とは大変残念なことであり、これが今後、世界の核軍縮・不拡散へ及ぼしうる影
響ははかりしれない。他方、ロシアでは、２０００年４月、議会において批准法

案が可決された。もう一つの未批准の核兵器国である中国については、批准につ
き前向きな発言を繰り返しており、早期批准が望まれる。 
我が国としては、条約の早期発効に向けた取組として、１９９９年１０月に行

われたＣＴＢＴ発効促進会議において議長を務めた他、未批准の発効要件国に対
し批准促進を働きかける外務大臣メッセージを発出したり、ミッションを派遣す
る等ＣＴＢＴ批准促進キャンペーンを実施している。今後もこうした努力が、特

に米国及び中国に対して継続されるべきである。 

②②②②    ＦＭＣＴ（兵器用核分裂性物質生産禁止条約、通称カットオフ条約）ＦＭＣＴ（兵器用核分裂性物質生産禁止条約、通称カットオフ条約）ＦＭＣＴ（兵器用核分裂性物質生産禁止条約、通称カットオフ条約）ＦＭＣＴ（兵器用核分裂性物質生産禁止条約、通称カットオフ条約）    
１９９３年、条約交渉開始を勧告する国連総会決議がコンセンサスで採択され

て以来、ジュネーブ軍縮会議30において条約交渉開始の準備作業が行われ、１９
９５年３月、カットオフ特別委員会の設置が決定された。しかし、核軍縮に関す
る特別委員会の設置問題めぐり交渉国間の意見が対立し、その後３年以上にわた

り条約交渉は開始されなかった。１９９８年５月の核実験の後、インド、パキス
タンはＦＭＣＴ交渉に積極的に参加する旨表明し、右を機に交渉開始への機運が
再び生まれ、同年８月１１日、同条約交渉のための特別委員会の設置が改めて決

定されたが、１９９９年会期においては、再び交渉国間の意見の対立から同委員

                                         
30 ジュネーブ軍縮会議 

６６カ国の加盟国で構成される唯一の多数国間軍縮交渉機関。年会期はそれぞれ１０週間、７週間、７週間の 3会期に分
割される。ジュネーブ軍縮会議は直接国連の配下機関ではないが、毎年１回または適当な場合には、より頻繁に国連総会
に対し、報告を提出する。 
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会は設置されず、２０００年会期においても同委員会の再設置に至っていない。

２０００年４月に開催されたＮＰＴ運用検討会議の最終文書において、ジュネー
ブの軍縮会議に対し、カットオフ条約の即時交渉開始と５年以内の妥結を含む作
業計画に合意することが奨励された。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
ＣＴＢＴに関しては、引き続き、我が国として関係各国に対し、主体的な働きか

けを行うとともに、一方で、ＣＴＢＴがいつ発効しても対応可能なように、我が国

国内の体制も早急に整備していく。特に、主として米国の批准促進に資する観点か
ら、新たな動きとして、２０００年３月に、ＣＴＢＴに限らず、広く軍備管理・軍
縮・不拡散分野において日米が協力するための枠組み（日米軍備管理・軍縮・不拡

散・検証委員会）が設立された。こうした枠組みを通じ、ＣＴＢＴ発効促進に向け、
日米が共同の取組を行ったり、あるいはＣＴＢＴ検証技術の向上に向けた研究開発
協力を展開するなど、具体的な協力活動を進めていく必要がある。 

他方、ＦＭＣＴに関しては、我が国は、ジュネーブ軍縮会議において、核軍縮に
関する特別調整者の任命を提案した。また、ＦＭＣＴの技術的問題について検討を
開始することを提案した結果、１９９８年５月、ＦＭＣＴに関する技術的問題検討

会合を開催するなど、ＦＭＣＴ交渉開始に向けた努力をしてきたところである。今
後とも外交ルートを通じた努力を傾注するとともに、ありうべき同条約の検証手段
についても技術的検討をすすめていく。 
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６．６．６．６．    核不拡散への取組に対する我が国のイニシアティブ強化核不拡散への取組に対する我が国のイニシアティブ強化核不拡散への取組に対する我が国のイニシアティブ強化核不拡散への取組に対する我が国のイニシアティブ強化 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
核不拡散上の国際的義務は誠実に遵守し、ＩＡＥＡとの追加議定書もいち早く発

効させたことは特筆すべきことであり、保障措置技術開発の国際協力においても積
極的に参加するなど、核不拡散体制の維持・強化に貢献しているところである。 
今後とも、原子力発電や核燃料サイクルの分野において、日本が世界において重

要な役割を果たすことを考えれば、我が国の平和利用への姿勢を一層明確にし、国
際的課題への主体的な取組をさらに充実させていく必要がある。２１世紀における
冷戦終結後の新しい国際秩序作りの過程において、世界の核不拡散体制の強化と普

遍化によって国際社会の安定に貢献するという日本の役割は大きい。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    

①①①①    核拡散リスク低減のための国際的技術開発協力核拡散リスク低減のための国際的技術開発協力核拡散リスク低減のための国際的技術開発協力核拡散リスク低減のための国際的技術開発協力    
核拡散を防止するためには、保障措置を中心とする国際的制度の強化に加えて、
核拡散抵抗性を向上させる技術、すなわち、核拡散抵抗性の高い原子炉・燃料サ
イクル技術、核物質防護・管理・計量関連の技術の役割は重要であり、その開発

を主体的に推進するとともに、こうした技術開発の国際協力に積極的に取り組ん
でいく。 
技術のみでは、核不拡散の危険を排除することは不可能であるが、将来の原子

力システムはより高い核拡散抵抗性を有する核の転用の可能性を減じた技術に
基づくことが要求される。これには核物質を、より転用し難い形あるいは転用の
魅力に乏しい形に変えること、核物質を処理する際の損失を最小にすること、ま

た高度な核物質防護・管理・計量関連技術を開発、使用し、転用、盗用などを防
止すること、なども含まれる。またＮＰＴや軍縮条約に係わる検認を強化する新
しい技術の価値も考慮すべきである。国際的な核不拡散体制の強化を増進するた

めの、我が国としても効果的な多国間の技術協力を目指すことが必要である。 

②②②②    プルトニウム利用の透明性の一層の向上施策プルトニウム利用の透明性の一層の向上施策プルトニウム利用の透明性の一層の向上施策プルトニウム利用の透明性の一層の向上施策    
現在、世界全体の民生用プルトニウムの在庫量は増加しつつあり、核不拡散・

核物質防護の観点から、国際的な懸念の高まりがみられる。既にプルトニウムを
所有する関連９カ国（米国、ロシア、フランス、英国、中国、ドイツ、日本、ベ
ルギー、スイス）が合意した「国際プルトニウム指針」では、プルトニウム利用

に係わる基本的な原則を示すとともに、その透明性向上を目的として、各国のプ



28 

ルトニウム在庫量（使用済燃料に含まれるプルトニウムも含む）を、核燃料サイ

クル政策とともに自主的に公表することとしている。今後は、この指針に基づく
透明性向上など情報公開をさらに徹底し、対象国も拡大していくことが望ましく、
また、需給バランスの重要性の認識を深めつつ、在庫の安全かつ確実な管理のあ

り方について、十分検討していくことが重要である。このための我が国の積極的
な貢献、具体的な施策が期待される。 
また、ＮＰＴ運用検討会議では、「国際プルトニウム指針」の作成に続き、高

濃縮ウランについて同様の検討への期待が表明された。この指針の作成と、その
枠組みへの関係国の参加は、国際的な核不拡散体制の強化に資すると思われるの
で、我が国としても、その枠組みづくりに貢献すべく検討を進めることが望まれ

る。 

③③③③    朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）プロジェクトへの積極的協力朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）プロジェクトへの積極的協力朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）プロジェクトへの積極的協力朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）プロジェクトへの積極的協力    
ＫＥＤＯは、１９９４年の米朝間の合意に基づき、核兵器開発疑惑の対象と

なった北朝鮮の黒鉛減速炉31及び関連施設を凍結・解体するとともに、北朝鮮が
ＩＡＥＡとの保障措置協定の完全履行を受け入れることと引き換えに、北朝鮮に
対し軽水炉を供与するための枠組みであり、１９９５年、日、米、韓の協力によ

り設立された。 
ＫＥＤＯは北朝鮮の核兵器開発を封ずる上で、最も現実的かつ効果的な枠組み
であるとの認識のもと、我が国としてもこれを支持し、軽水炉建設のための１０

億ドル相当円の資金協力やＫＥＤＯ事務局への人材の派遣等を通じて積極的に
協力してきている。 
米朝間の上記合意に基づき、北朝鮮はＮＰＴの締約国の地位に留まっており

（従って、北朝鮮はＮＰＴ下のＩＡＥＡとの保障措置協定の実施を受け入れる責
任を負っている。）、また、当該核関連施設の凍結を維持しているものの、ＩＡＥ
Ａが過去の核兵器開発疑惑解明のために必要と考える措置及び保障措置協定の

履行に関し、これまでのところ、必ずしも協力的な態度を示していない。米朝間
の合意においては、北朝鮮に対する重要な原子力部品の供与にあたり、それまで
に北朝鮮がＩＡＥＡとの保障措置協定を完全履行していること及び今後とも完

全履行することを改めて確認することが前提となっている。ＫＥＤＯ軽水炉プロ
ジェクトは本格工事の段階に移行する等大きな進展を見せており、北朝鮮がこれ

                                         
31 黒鉛減速炉 

黒鉛を中性子の減速材として用いる種類の原子炉。北朝鮮は燃料に天然ウラン、冷却剤に炭酸ガスを用いる実験用の黒鉛
減速炉を持っているが、１９９４年の米朝合意に基づき、その運転は凍結されている。この形式の原子炉はプルトニウム
の生産を容易にするものとして知られている。 
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ら状況を真摯に受け止め、ＩＡＥＡに対する協力を開始するとともに、ＩＡＥＡ

との保障措置協定の完全履行を通じて北朝鮮の核兵器開発疑惑が解明されるこ
とを期待する。 

④④④④    「核不拡散研究センター（仮称）」の設置構想の検討「核不拡散研究センター（仮称）」の設置構想の検討「核不拡散研究センター（仮称）」の設置構想の検討「核不拡散研究センター（仮称）」の設置構想の検討    
核軍縮の促進や核不拡散体制整備といった国際平和秩序構築への貢献をより
一層強化するため、国際的な専門家、特にアジア諸国からの専門家の参加を得て、
我が国において「核不拡散研究センター（仮称）」を設立する構想を検討する。

このセンターに期待される機能としては、核不拡散に関する情報の積極的な発信
に加え、欧米に現存する同様のセンターと連携しつつ、政策研究とともに、必要
とされる技術開発も実施することにより、総合的な視野から国際社会に対して勧

告、助言を発信することである。 
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第４章 原子力安全と研究開発に関する国際協力 

１．１．１．１．    原子力安全に関する協力の推進原子力安全に関する協力の推進原子力安全に関する協力の推進原子力安全に関する協力の推進 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
原子力研究開発利用に当たっては、安全の確保が大前提であること、また、ある

国の原子力施設の事故等が他国の国民の不安を招き、その開発計画に重大な支障を
もたらすこととなることから、原子力の安全確保の問題は、各国が協力して取り組

むべき最も重要な国際的な共通課題である。 
原子力の安全確保は、原子力活動を行う事業者と国が責任を持つべきものである

ことは言うまでもない。我が国は、放射線利用に関する安全管理の世界的水準の実

績はもちろん、原子力発電所等の建設・運転に関して豊富な経験がある。世界にお
ける原子力安全に係わる諸問題を敏感に受け止め、その解決に積極的に協力し、世
界の原子力の安全性の向上に貢献していくことが重要である。 

原子力安全の確保に関しては、基本的考え方において広い国際的合意の下、国際
基準等の形で具体化していくことが重要である。我が国は、これまでも技術的知見
により、国際機関の行う原子力安全の基本思想、考え方の構築、国際安全規格基準

の整備等の活動に協力してきたところである。今後とも、国際基準の基盤となる技
術やデータの蓄積を含め、この分野でもより積極的な役割を担うことが必要である。
特に、原子力安全に関するデータベースの構築に関しては、近年、研究開発予算の

伸び悩みあるいは低減を背景として、欧米の牽引力が低下しており、我が国の果た
す役割への期待が従来にも増して大きくなってきている。 
原子力安全のための国際的支援に関しては、安全性が懸念されている旧ソ連、

中・東欧諸国の原子力発電所について、我が国は、二国間や多国間の枠組みを通じ
て協力を行ってきている。さらに、近年は、原子力研究開発利用が急速に拡大しつ
つある近隣アジア地域等との協力に当たっても、原子力安全規制体制の整備や安全

確保のために必要な研究基盤、技術基盤の整備など安全確保に関する協力が重要と
なってきている。 
原子力防災については、「原子力事故の早期通報に関する条約」32、「原子力事故

                                         
32 原子力事故の早期通報に関する条約 

締約国の義務として、原子力事故が発生し、放射性物質の影響が他国に及んだ場合、あるいは及ぶ恐れがある場合に、Ｉ
ＡＥＡ及び被害を受ける可能性のある国に事故の発生事実、種類、時刻及び場所を直ちに通報し、さらに、ＩＡＥＡが締
約国に受領した情報を提供することを定める条約。１９８７年７月に我が国において効力が発生した。 
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又は放射線緊急事態の場合における援助に関する条約」33の締約国として、国際的

な原子力防災訓練へ参加する等の多国間の枠組みを通じての国際協力、並びに防災
技術の情報交換等の二国間での国際協力を実施している。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
世界の原子力研究開発利用におけるフロントランナーの一員として、グローバル

な視点で、原子力安全研究を積極的に進めるとともに、原子力安全技術の継承・発
展を図り、国際機関を通じた協力や二国間協力に参加して世界の原子力の安全性向

上に向けて一層の努力を続けていく。 
特に、近年欧米では、原子力安全に関する技術的知見を提供する大型研究施設の

維持が困難になっている状況に鑑み、我が国の研究施設を維持・活用するとともに、

これらの施設に欧米及びアジア地域の研究者を受け入れ、研究の一層の活性化を図
る。研究で得られる知見やデータは、ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ等の国際機関と
も連携しつつ、国際公共財として積極的に国際社会に提供していく。 

原子力安全分野の国際協力において、国毎に異なる条件に配慮しつつも、国際基
準の整備に向けて、我が国は積極的にリーダーシップを発揮すべきである。特に、
原子力施設の安全確保に関連した国際的教育プログラムを我が国は積極的に推進

すべきである。また、高レベル放射性廃棄物の処理処分の安全確保に係わる理解促
進に資する観点から、関係基準類の整備や関連技術のデータベース化について、先
進国間に止まらず途上国も対象に含め、国際機関を積極的に活用した協力の枠組み

作りを推進していくべきである。 
また、アジア諸国との協力においては、相手国の国情や計画に合わせて安全規制

に従事する人材の育成、規制関係情報の提供等の協力を二国間で行っていくほか、

アジア原子力協力フォーラム34、ＩＡＥＡ特別拠出アジアプロジェクト35等、我が国
が大きな役割を果たしている従来からの協力枠組みを効果的に活用し、アジア地域
での原子力の安全性の向上を図る。 

このように、原子力安全に関しては、安全規制に係る様々な取組が国を中心に行

                                         
33 原子力事故又は放射線緊急事態の場合における援助に関する条約 

締約国が援助を必要とするときは、他の締約国、ＩＡＥＡ等の国際機関に援助を要請し、要請された国は、援助を提供で
きるかどうかを直ちに決定し、援助を行うことを定める条約。１９８７年７月に我が国において効力が発生した。 

34 アジア原子力協力フォーラム 
我が国の原子力委員会が主催する地域協力のための枠組み。１）各分野における具体的な地域協力活動、２）活動の全体
調整及び議論の場となるコーディネーター会合及び３）大臣級会合により最終決定を行うフォーラム本会合からなる（参
考参照）。 

35ＩＡＥＡ特別拠出アジアプロジェクト 
近隣アジア諸国（中国、インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム、フィリピン）を対象に、同地域における原子力安
全性支援のためのマルチプログラム。アジア諸国における原子力施設（原子力発電、研究炉）の安全の向上、特に規制当
局及び技術的支援組織の能力の向上を図ることを目的としている。 
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われているが、世界原子力発電事業者協会（ＷＡＮＯ」）の活動を中心に、民間で

も海外事業者との情報交換等を通じて原子力安全文化の醸成支援を推進している。 
ＪＣＯ事故時の反省から、電力会社をはじめ原子燃料加工に係わる企業やプラン

トメーカー、研究機関等３０を越える企業、機関は原子力関連産業全体の安全確保

と安全意識の共有化を図るため、原子力安全に関する情報交換や各事業者の相互評
価を図る「ニュークリアセーフティネットワーク」を設立した。また、事故トラブ
ルの時には、特に海外へも情報をタイムリーかつわかりやすく情報発信することの

重要性が認識された。今後は、諸外国との連絡体制の整備、外国報道機関への情報
提供体制の整備など、諸外国との迅速かつ正確な情報連絡体制の構築・強化を行っ
ていく。 
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２．２．２．２．    研究開発協力の推進研究開発協力の推進研究開発協力の推進研究開発協力の推進 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
原子力の研究開発を推進するに当たっては、国際的ニーズと国内的ニーズに対応

した相互協力により相乗効果を図るため、我が国としても国際協力を積極的に展開
してきたところである。これにより、協力相手同士の持つ知識の集約と資源の節約
が可能であり、従って開発リスクも分散できた。また、欧米の技術のキャッチアッ

プ的な要素が強かったこれまでの協力においては、人材養成的な要素や、研究開発
の国際的評価の効果も期待されていたと言える。 
昨今の世界の原子力の研究開発を取り巻く状況においては、人材、施設、資金と

いった研究開発資源について大幅な伸びが期待できないことに加え、産業のグロー
バル化と自由化が進展している中で、国際協力の有効性がますます増しているとい
える。 

原子力研究開発分野における欧米の牽引力の低下や、アジア地域における今後の
原子力研究開発利用の拡大の見通しを踏まえ、我が国には、研究開発分野において
も、これまでのキャッチアップ重視の態度から、フロントランナーにふさわしい主

体性のある国際協力が求められている。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    

①①①①    国際共同研究開発への挑国際共同研究開発への挑国際共同研究開発への挑国際共同研究開発への挑戦戦戦戦    
新しい挑戦に対する心性的、文化的抵抗を打破して、全く新しい技術概念の開
発や既存の原子力技術の突破口を指向する革新的な技術開発等、国際共同研究開
発に積極的に挑戦していく。その際、他国の主導するプロジェクトに部分的に貢

献するのではなく、総体としての技術システムのマネージメントについて挑戦し
ていくという考え方に立って、先進諸国と協調しつつ推進していく。 
一方、研究開発資源を最大限に活用する観点から、我が国が保有する優れた各

種研究開発施設について、積極的に海外研究者に開放し、世界の研究開発の中核
的拠点としての役割を果たす。特に、我が国の地政的な特徴を考えた場合、アフ
リカに対する欧州、南米に対する米国と同様の位置づけとして、北東アジア、東

南アジアにおける原子力研究開発の拠点としての我が国の役割が、今後一層重要
性を増していくと考えられる。このため、北東アジアに対しては、主にエネルギー
利用や原子力安全といった分野、東南アジアに対しては、主に放射線利用、放射

線安全や人材養成といった分野を中心として、研究開発等の場と機会を提供する
役割を担っていく。 
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②②②②    高速増殖炉関連技術、先端的研究開発に関する国際協力の推進高速増殖炉関連技術、先端的研究開発に関する国際協力の推進高速増殖炉関連技術、先端的研究開発に関する国際協力の推進高速増殖炉関連技術、先端的研究開発に関する国際協力の推進    
高速増殖炉と関連する核燃料サイクルに係わる研究開発を効率的に推進し、得
られる成果及び知識を世界的に共有する必要があり、今後も一層共同研究の実施、
情報交換、研究者の交流といった国際協力を積極的に推進していくべきである。

特に、我が国が保有する高速実験炉「常陽」、高速増殖原型炉「もんじゅ」を始
めとする各種試験施設を海外の研究者に開放するとともに、海外の各種試験施設
を積極的に活用していくことが重要である。 
さらに、例えば、高温ガス炉36を用いた水素エネルギーシステムの研究開発と

いった先端的な研究開発についても、積極的に国際協力を進める。 

③③③③    放射性廃棄物の処分研究開発に関する国際協力の推進放射性廃棄物の処分研究開発に関する国際協力の推進放射性廃棄物の処分研究開発に関する国際協力の推進放射性廃棄物の処分研究開発に関する国際協力の推進    
高レベル放射性廃棄物に係る地層処分研究開発は、各国共通の技術的課題が多
いことから、評価手法や評価結果の妥当性について相互に比較・検討するなど、
国際的な協力を推進することは重要である。また、我が国を始め各国が推進して

いる深地層研究施設計画において、各国が専門的知見や技術を持ち寄り、協力し
て研究開発を行うことにより、研究開発資源として共有し、有効に活用すること
が可能となる。こうした考え方の下、高レベル放射性廃棄物処分に係わる研究開

発を効率的に推進し、得られる成果及び知識を共有する必要があり、今後も一層
共同研究の実施、情報交換、研究者の交流といった国際協力を積極的に推進して
いくべきである。このため、２国間の協力のみならず、ＯＥＣＤ／ＮＥＡやＩＡ

ＥＡといった国際機関を活用することも重要である。 
放射性廃棄物全般について、評価手法や処分の安全性に係る判断基準、放射性
物質として扱う必要がないものと区分するクリアランスレベル37の設定等に関し、

国際協調を推進する。 

④④④④    核融合炉研究開発への積極的な協力核融合炉研究開発への積極的な協力核融合炉研究開発への積極的な協力核融合炉研究開発への積極的な協力    
我が国の核融合研究開発については、国際競争の中で世界をリードする潜在能

力を有するにいたっている。一方、原子力に特徴的な大型施設の必要性は、国際
協力の必要性を益々高めている。このような状況の変化に対応し、各国との競争
と協力の調和を図りつつ、これまでの共同研究の実施、情報交換、研究者の交流

                                         
36 高温ガス炉 

冷却材としてヘリウムガスを使用し、高温の冷却材を得る原子炉をいう。燃焼度が高く、プルトニウム燃焼炉としても使
用可能。 

37 クリアランスレベル 
当該物質に起因する線量が「自然界の放射線レベルと比較して十分小さく、また、人の健康に対するリスクが無視でき」、
「放射性物質として扱う必要がない物」を区分するレベルをいう。 
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といった国際協力の基盤に立って、さらに新たな国際協力のあり方を構築してい

くことが必要である。 
国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ）計画38については、我が国の核融合研究開発

の中核的役割を担っているとともに、ＥＵ及びロシアにおいても次世代の核融合

研究の中核とされており、国際共同プロジェクトとして進められている。国際共
同でＩＴＥＲを建設・運転するための新しいシステムの総合的なマネージメント
を担うべく、今後ともＩＴＥＲ計画に積極的かつ主体的に取り組んでいくことが

重要である。 

                                         
38 国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ）計画 

国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ）計画（International Thermonuclear Experimental Reactor）。人類の恒久的なエネル
ギー源の一つとして期待されうる核融合エネルギーの科学的、技術的な実現可能性を実証することを目標として進められ
ている国際共同プロジェクト。１９８８年より開始され、現在は日本、ＥＵ、ロシアの３極が参加（参考参照）。 
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３．３．３．３．    放射線利用・放射線防護放射線利用・放射線防護放射線利用・放射線防護放射線利用・放射線防護39・緊急被ばくに係る国際協力・緊急被ばくに係る国際協力・緊急被ばくに係る国際協力・緊急被ばくに係る国際協力 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    

①①①①    放射線利用放射線利用放射線利用放射線利用    
放射線は、医学、農業、工業等、様々な分野で利用が進んでおり、既に生活に
無くてはならないものとなりつつある。この分野で、我が国は、アジア地域にお
いて幅広い協力活動を実施しており、相手国の安全基盤の確立、研究、技術レベ

ルの向上に貢献してきている。 

②②②②    放射線防護・緊急被ばく医療放射線防護・緊急被ばく医療放射線防護・緊急被ばく医療放射線防護・緊急被ばく医療    
アジア地域における放射線利用の普及に伴い、この地域における被ばく事故の

増加をまねいている。また、放射線装置を用いている医療従事者の被ばく線量が
増加してきている。 
放射線の健康影響に関する調査研究については、原爆被爆国である我が国が世

界において最も広く深い知識を持つ分野であり、このことは、国際機関の放射線
の防護・安全基準が基本的に我が国の被爆者の調査結果に基づいていることにも
示されている。ＪＣＯ事故においても、重度の被ばく者３名の治療において、我

が国の医療レベルが評価されたところである。しかしながら、国内において、本
分野の我が国の世界への貢献は必ずしも正当に評価されていないきらいがあり、
緊急被ばく医療の分野での国際協力は未だ進んでいない。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    

①①①①    放射線利用放射線利用放射線利用放射線利用    
放射線利用分野の協力は、原子力発電を行っていない開発途上国等においても

強いニーズがあり、また実施可能であるため、原子力研究開発利用への理解を促
進する観点からも効果的であることから、引き続きアジア地域において積極的な
協力活動を推進していく。 

②②②②    放射線防護・緊急被ばく医療放射線防護・緊急被ばく医療放射線防護・緊急被ばく医療放射線防護・緊急被ばく医療    
放射線の健康影響については、我が国の広島・長崎における被爆調査結果が世
界基準を策定する上で活用されているように、世界に卓越した知見であることを

改めて充分認識する必要がある。したがって、我が国が高く評価されているこの

                                         
39 放射線防護 

放射線によって引き起こされる人体障害を防ぐこと。従事者の職業被ばく及び一般公衆の被ばくを考慮した防護を行う。 



37 

被ばく医療分野において、国際的な課題に対しリーダーシップを取って取り組ん

でいくという国際社会への貢献について真剣に考えるべきである。 
具体的に言えば、①今後とも広島・長崎における放射線の健康影響に関する知
見の国際的基準への貢献など国際的活用がなされるよう一層配慮していくこと、

②緊急被ばく医療に関して、アジア版緊急被ばく医療準備支援協力といった国際
協力体制を整備すること、③アジア向けの放射線防護・緊急被ばく医療の教育訓
練プログラムを充実ないし開始すること、④そのために関係各省庁が円滑な連絡

の上で対応できるような国内体制を整備すること、などが考えられる。 
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第５章 地域別課題への取組 

１．１．１．１．    アジア諸国との国際的取組アジア諸国との国際的取組アジア諸国との国際的取組アジア諸国との国際的取組 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
アジア地域での経済事情には、一時、悪化、混乱があったものの現在は回復基調

にあり、エネルギー需要も増大傾向にある。中長期的には、原子力研究開発利用拡
大の必要性、可能性の大きい地域であることに変わりはない。また、この地域の多

くの国は開発途上国であり、医学、農業等の分野における放射線や放射性同位元素
の利用といった非発電利用がもたらす社会経済的な恩恵にも大きくあずかる地域
である。また、将来的にはこの地域での原子力発電開発は進展するであろう。 

①①①①    アジア域内各国の原子力事情の多様性アジア域内各国の原子力事情の多様性アジア域内各国の原子力事情の多様性アジア域内各国の原子力事情の多様性    
我が国は、この地域にあって、最も先進的に原子力研究開発利用を推進してい
る国であり、アジア地域での国際協力に果たすべき我が国の役割は大きい。また、

アジア地域での原子力研究開発利用の普及のみならず、我が国の原子力研究開発
利用への理解と支援を得、更にアジア地域との信頼感の醸成の観点からも、良好
な協力関係を維持、発展させることが重要である。 
しかしながら、アジア地域の国々は、宗教、文化、政治、社会、産業、経済に
おいてそれぞれ固有の歴史的発展を遂げた国々であり、世界の他の地域との比較
において極めて多種多様である。したがって、この地域の原子力分野における協

力を考える際には、これを十分考慮する必要がある。 

②②②②    多様で広範な協力分野多様で広範な協力分野多様で広範な協力分野多様で広範な協力分野    
原子力研究開発利用を推進する上で、安全規制などの制度面や原子力技術を担

う人材面でのインフラ整備は不可欠であり、我が国として積極的に協力できる重
要な分野である。技術面でも、原子力発電技術の他、農業分野、医学分野などで
の放射線の利用技術、高度な放射線利用や放射性同位元素製造のための研究炉利

用技術、研究炉自身の運転・管理技術、放射線防護や緊急被ばく医療など、多様
な技術協力が可能である。また、原子力安全文化の醸成は原子力安全の確保の上
で極めて重要であり、技術、制度、人材養成全てにわたる協力分野となり得るも

のである。このように、協力の分野もまた多様で広範である。 

③③③③    原子力協力の枠組み原子力協力の枠組み原子力協力の枠組み原子力協力の枠組み    
このような協力を行う枠組みとしては、各国の国情、特徴に配慮した二国間協

力もしくは地域協力として実施しているほか、国際機関の枠組みも活用している。
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また、原子力発電に関する運転経験などの情報交換やピアレビュー（同業者によ

る評価）では民間の協力が進展している。 
二国間協力は、１９８０年代半ばから本格的に始まり、これまで、原子力に携
わる人材の養成、原子力の研究・技術基盤の整備、原子力安全規制体制の整備、

原子力安全文化の醸成など、長期的な展望に立ち、技術向上等に係る自助努力を
支援する協力を制度、技術の両面から進めてきている。例えば、具体的な人材養
成の面では、関係省庁の所管する各種の制度により、アジアの技術者、研究者を

受け入れ、また、我が国の経験者をアジア諸国へ派遣することで、人材交流を図
り、人的基盤整備への協力を図っているところである。 
こうした二国間協力の進展と平行して、地域協力としては、原子力委員会の主

催するアジア原子力協力フォーラムにおいて、情報・意見交換、技術交流の場を
提供しており、地域での関連技術レベルの向上などに寄与しつつある。このほか、
アジア地域において「安全最優先」の理念を確認し、実現していくための意見交

換の場として、１９９６年及び１９９７年にはアジア原子力安全会議も開催され
た。 
また、ＩＡＥＡを通じた原子力平和利用に関する技術協力や原子力施設の安全

性向上に資するプロジェクトを支援しているほか、多国間協力として、１９７０
年代に締結されたアジア・太平洋地域の地域協力である「原子力科学技術に関す
る研究、開発及び訓練のための地域協力協定（ＲＣＡ）」の下、工業、医学、生

物学における放射線利用、放射線防護等の分野で域内開発途上国に対する協力を
進めている。 

③③③③    原子力発電の現状原子力発電の現状原子力発電の現状原子力発電の現状    
原子力発電の分野では、アジア各国はいくつかのグループに区分される。 
既に相当規模の原子力発電所の建設、運転を行っている韓国、台湾では、使用
済燃料と低レベル放射性廃棄物の処理・処分の問題が深刻化しつつある。中国は

１０年ほど前から急速にいくつかの建設計画を進めたが、電力の供給不足の緩和
傾向や資金制約のため、現在、そのテンポが鈍ってきている。 
アセアン諸国は比較的豊富な化石燃料の利用により、原子力発電への指向はそ

れほど強くないが、ベトナムなどが導入に意欲を示している。 
南アジアでは、インドは２０万ｋＷ前後の小型の原子力発電所を１０基程度運
転しているところに特徴があり、パキスタンは、１３万ｋＷのカナダ製原子炉が

稼働中である他、中国から導入した３０万ｋＷの軽水炉を建設中である。 
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(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    

①①①①    相相相相手国の国情と開発段階に応じた協力手国の国情と開発段階に応じた協力手国の国情と開発段階に応じた協力手国の国情と開発段階に応じた協力    
アジア各国との協力は、原子力分野に限らず、特に今世紀における過去の歴史
的事実を背景に様々の困難がある。したがって、原子力開発利用の協力にあたっ

ては、まず、我が国のアジア全体との関わりを十分踏まえて進めていくことが肝
要である。 
その上で今後も引き続き、各国の原子力科学技術のレベル、原子力研究開発利

用の段階等に応じ、適切な計画の下、技術、制度等の面から国情にあった長期的
な協力を進めていく。その際、核不拡散の遵守と安全の確保は最大の条件であり、
長期的にこの方針を進めるために政治的、経済的な安定が不可欠である。前述の

如く、この地域の特色である各国毎の国情の違いを踏まえつつ、安全確保と核不
拡散等とが適切になされるよう、きめ細かい協力を行っていく。 

②②②②    原子力利用の基盤整備支援原子力利用の基盤整備支援原子力利用の基盤整備支援原子力利用の基盤整備支援    
各国が自立的に原子力研究開発利用での実績を積んでいくことができるよう
になるためには、その国の技術向上に係る自助努力を支援し、中長期的に研究開
発能力の向上を図ることが重要である。 
具体的には、アジア原子力協力フォーラム、ＲＣＡを通じた地域協力・交流を
引き続き推進していく。その際、我が国からの一方的な協力あるいは支援に止ま
らず、地域内各国の自立を促し、各国の人的、物的、財政的資源を可能な限り活

用し、相互理解に基づく相互協力活動での協力の確立を図っていく。原子力委員
会が主催するアジア原子力協力フォーラムにおいては、１）研究炉の利用、２）
放射性同位元素、放射線の農業分野での利用、３）放射性同位元素、放射線の医

学分野での利用、４）原子力の広報活動、５）放射性廃棄物管理、６）原子力安
全文化（セーフティーカルチャー）、７）人材養成の７分野で協力に関する各国
のニーズの吸い上げに努め、共同研究などの具体的協力活動への展開、各種資源

の有効活用が可能となるよう強化を図る。例えば、原子力損害賠償制度、放射性
廃棄物管理、緊急事対応などの共通関心事項について、我が国が積極的に働きか
けるということも検討する。 
また、協力活動をより具体的に強化する施策として、現役を離れた研究者及び
行政官などを中心として、人材登録データベースを作成し、国内における人的協
力体制の層を厚くする。この人材登録データベースを活用し、例えば、事故等緊

急時に積極的な情報発信ができるような専門家の登録などが考えられる。また、
従来に比べ欧米諸国における原子力開発への取組が低下傾向にあるなかで、アジ
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アの技術先進国として日本に期待される役割から考えても、我が国は原子力平和

利用の面でアジア各国に対して積極的な対応を行う必要がある。 

③③③③    原子力発電所建設計画への対応原子力発電所建設計画への対応原子力発電所建設計画への対応原子力発電所建設計画への対応    
将来のアジア諸国の原子力発電所建設計画への対応については、既に原子力発

電を導入している中国に対する対応と同様、今後も国際競争の下、民間主体でビ
ジネスベースにより協力していくのが適当である。民間企業に蓄積された商業発
電プラントの設計、製作、保守等のハード、ソフトを十分に活用しつつ、国は、

相手国との協力関係の進捗に応じ、具体的なニーズを踏まえ、二国間協力協定な
どによって資機材移転を可能とする平和利用等の保証取付けの枠組み作りを行
い、また、原子力発電プラント建設に係る制度、人材等のソフト面での相手国の

基盤整備への協力や、研究機関を中心とした基礎技術に関する技術協力などの環
境の整備への協力を中心に行っていく。 
原子力発電分野において特に重要となる制度、システムのうち原子力損害賠償

制度や、放射性廃棄物管理、緊急事態対応等の共通関心事項についても、我が国
は地域内先進国として、国際機関等をも活用しつつ各国に積極的に働きかけ、イ
ニシアティブを発揮していく。さらに、各国に対し、原子力平和利用の遵守と、

核拡散防止への協力を前提とするよう、ＮＰＴの批准、追加議定書を含めたＩＡ
ＥＡ保障措置の受け入れ、ＣＴＢＴの批准を呼びかける努力を継続するとともに、
核不拡散政策の技術的基盤である核物質計量管理、保障措置及び核物質防護に関

する技術について、これまで我が国の実施していた地域協力、研修等のより効果
的、効率的な実施を継続することとする。 
また、ＷＡＮＯへの支援と協力を強め、発電所の建設と運転をワンセットとし

た安全性確保に最大限の努力をかたむける。 
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２．２．２．２．    欧米諸国との国際的取組欧米諸国との国際的取組欧米諸国との国際的取組欧米諸国との国際的取組 
欧米諸国においては、原子力は厳しい状況にあるが、依然として高い技術力を有

している。我が国は、依然として原子力研究開発利用に主体性をもって進めていく

計画であるが、このためには、国際的な規模で原子力研究開発に取り組んでいく必
要がある。こうした視点から、我が国はこれらの諸国を引き続きパートナーとした
共同研究や人材交流等、協力を率先して進めていく。 

(1)(1)(1)(1)    米国米国米国米国    

①①①①    現状認識現状認識現状認識現状認識    
我が国は原子力研究開発利用の初期段階から米国からの支援協力を受けてき

たところであり、その協力関係は、我が国の原子力研究開発利用の進展とともに、
一層重要なものとなってきた。その米国においては、過去１０年以上も新規の原
子力発電所の建設はなく、また、商業用再処理は行っておらず、高速増殖炉開発

は中止して、全体的には原子力の意義が低下傾向にあるように見える。しかし、
依然として１００基以上の原子力発電所が稼働している世界最大の原子力発電
大国であり、いくつもの有能な国立研究所と１００隻を越す原子力艦船の保有を

含めて、原子力技術の開発について極めて高い能力を有している。 
原子力発電に関する米国の最近の動向としては、厳しい電力の自由化が進めら
れる中で、経済性の低い中・小型炉が閉鎖される一方、運転実績の良い原子力発

電所は石炭火力より発電コストは安く、最近では原子力発電所の買収や合併等が
盛んに進められている。その背景は、１９９０年代初期に始まった電気事業再編
計画の下で、複数の原子力発電所を保有することによる運転保守コストを低下さ

せ、更なる原子力発電の経済性の向上を目指すものである。そして、このことが
結果的に安全性と稼働率の向上をもたらすとして、原子力規制委員会（ＮＲＣ）
やエネルギー省（ＤＯＥ）も支持している。その例が、発電所許可の期間の延長

であり、売却発電所についての料金上、税法上の優遇策である。 
こうした傾向から、今後５～１０年の間に原子力発電所の数は現在の約１００
基から９０～９５基に、原子力発電事業者の数は現在の４４社から５～１０社に

なると予測されている。 
他方、最近の新たな動きとしては以下の２つがあげられる。 
まず、原子力の研究開発の分野では、ＤＯＥが、「原子力エネルギー・研究イ
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ニシアティブ（ＮＥＲＩ）」40を１９９９年度より予算化しており、世界の科学技

術のリーダーとして先端的な原子力技術を追求していこうとする米国の意気込
みも伺える取組を進めている。この中には、新しい原子炉の設計コンセプトが含
まれており、中小型炉、核拡散抵抗性の高い原子炉、放射性廃棄物管理技術等、

我が国としても関心を有するものが含まれている。 
次に、核不拡散の面では、世界的な民生用プルトニウムの在庫量の増加による
核不拡散の観点からの懸念の増大を理由として、バックエンド政策を決定してい

ない国々に対し、使用済燃料を直接処分する政策を改めて強く奨励する方針を打
ち出してきている。しかし、我が国及び西欧のプルトニウム利用政策に対する既
存のコミットメントは変更しないとしている。 
特に、１９９９年９月のＩＡＥＡ総会におけるリチャードソンＤＯＥ長官の
「民生用使用済燃料とプルトニウムの在庫量の増加懸念」などの表明を受けるか
たちで、その後、米国主導で、同年１１月には、米国デンバーで「放射性廃棄物

国際会議」、２０００年３月には米国ラスベガスで使用済燃料・高レベル廃棄物
の貯蔵・処分に関する「東アジア原子力協力会議」、同年３月には米国ワシント
ンで民生分離プルトニウムの取扱いをテーマとした科学・国際安全保障研究所の

会合が開催されるなど、一連の活発な核不拡散政策に係る動きが注目される。 

②②②②    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
我が国において、再処理によるプルトニウム利用政策を推進する重要性は変

わっておらず、米国のこの点についてのコミットメントも何ら変わっていないが、
一方で米国は、バックエンド政策を決定していない国々に対する民生プルトニウ
ム利用を推奨しない方針を打ち出している。これについては、原子力分野に係る

我が国と米国との緊密な友好関係を維持・拡充するとともに、積極的な情報発信
と直接的対話を通じて、国際的、地域的な核不拡散政策を支持・推進しつつ、核
燃料サイクル政策を推進している我が国の立場への理解を深めるよう努めてい

く。 
緊密な友好関係の維持・拡充の観点から、２１世紀の原子力産業を牽引してい
く新型炉の開発や核融合開発、高レベル放射性廃棄物の処理処分技術の開発、医

療等への放射線利用といった幅広い原子力科学技術分野における米国との協力
を一層強化していくと共に、こうした研究の多国間にまたがる国際共同プロジェ

                                         
40 原子力エネルギー・研究イニシアティブ（ＮＥＲＩ） 

１９９９年に創設された米国エネルギー省（ＤＯＥ）の研究プログラムで、大学、国立研究所、民間からの提案公募型の
研究推進事業（９９年度４６件採択）。将来の原子力利用に重要な役割を果たすための革新的研究を支援する目的で、研
究対象分野は、①核拡散抵抗性のある原子炉と燃料サイクル②新型炉設計③新型燃料④放射性廃棄物管理の新技術⑤基礎
的な原子力科学の５分野である。 
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クト化を促していく必要がある。 
新型炉の研究開発分野では、米国における高速中性子束試験装置（ＦＦＴＦ）

41の運転再開検討やＮＥＲＩ計画の立ち上げ、第４世代原子力発電システム42開
発計画の立ち上げ等の動向を注視しつつ、安全性、経済性、環境負荷の低減、核

拡散抵抗性等に優れた炉と関連する燃料サイクルシステム概念に関する共同研
究について、段階を踏んで米国内の国立研究所、大学等と協力を強化していくと
共に、こうした研究の多国間にまたがる国際共同プロジェクト化を促していく必

要がある。 
高レベル放射性廃棄物の地層処分の研究開発分野では、ＷＩＰＰ43やユッカマ
ウンテン44高レベル放射性廃棄物処分場計画の実施に向けて知見を蓄積した米国

内の国立研究所等との協力を強化していくことを通じて、地層処分に係わる性能
評価モデル45の検証、安全基準類の整備や安全設計・評価に係わる品質保証シス
テムの開発を推進していくことも重要である。 
米国との協力関係を再活性化し、人材交流、研究炉等の各種試験施設の相互活
用、地下研究施設の国際共同利用等を通じ、幅広い原子力科学技術について協力
を促進する。 
いずれにしても、これまで以上に、国、民間、それぞれのレベルでの対話を怠っ

てはならない。核拡散抵抗性の向上技術に関する研究開発に対しては、米国とも
協力しつつ多国間にまたがる国際共同プロジェクト化を図るなど、積極的に取り

組むこととする。解体核兵器に由来するプルトニウムや高濃縮ウランの処分につ
いての協力は、友好関係の保持に資することはいうまでもない。 
また、２０００年３月に設立された日米軍備管理・軍縮・不拡散・検証委員会

                                         
41 高速中性子束試験装置（ＦＦＴＦ） 

ＦＦＴＦ（ハンフォード施設、ワシントン州）は、高速中性子を発生させる各種試験用の炉で、熱出力は４０万ｋＷ，ナ
トリウム冷却で、１９８２年運転開始、１９９４年１月運転停止。施設は維持されており、現在、今後の活用方法等につ
いてＤＯＥで検討されている。 

42 第４世代原子力発電システム 
ＤＯＥ主唱の概念、研究プログラムで、核拡散抵抗性、環境負荷低減、安全性の向上、天然ガス発電と匹敵する経済性を
有する原子炉及び燃料サイクルシステムの研究開発。原型炉、実用軽水炉、改良型軽水炉に次ぐ第４世代を指す。 

43 ＷＩＰＰ 
廃棄物隔離プラント。軍事活動に伴い発生する超ウラン核種を含む放射性廃棄物のための最終処分場。米国ニューメキシ
コ州カールスバッド近郊に位置する。１９９９年３月より、廃棄物の搬入が開始された。 

44 ユッカマウンテン 
高レベル放射性廃棄物の処分候補地。米国ネバダ州ラスベガスの北西に位置する。１９８７年に改訂された放射性廃棄物
政策修正法により選ばれた。２０１０年に処理場の操業を開始する予定で、１９９１年よりサイト特性調査が行われてい
る。 

45 性能評価モデル 
地層処分システム全体，あるいはその要素である個別システムが有する機能について解析した結果を適切な基準と比較し，
その性能について判断を行うことを性能評価といい，その解析において，考慮すべき現象を定量化するために作成される
数学モデルのこと。 
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は、広く軍縮、不拡散分野において技術開発も含めて、日米間の協力を促進する

枠組みであり、ＣＴＢＴに限らず、幅広い分野で協力を進めるためにこの枠組み
を有効に活用すべきである。 

(2)(2)(2)(2)    欧州欧州欧州欧州    

①①①①    現状認識現状認識現状認識現状認識    
欧州全体に共通する動向として、電力需要の低迷、電力の自由化と規制緩和の
進展、国際的送電網の整備に伴い、欧州全体が電力の単一市場になりつつあり、

西欧における天然ガスパイプライン網の整備と相俟って、新規の原子力発電所建
設の必要性が減少している。これに加えて近年、フランス、ドイツにおいて「脱
原子力」「反原発」を掲げる政党の政権参加が相次ぎ、チェルノブイリ事故の影

響も相俟って、既存の原子力発電所の閉鎖を求める運動もある。また、地球温暖
化防止対策の面では、原子力発電の建設の推進ではなく、石炭から天然ガスへの
転換といった方向を指向している。 
我が国との原子力分野における協力の観点から欧州で最も重要な国の１つで
あるフランスは、欧州で最大の原子力発電国であり、原子力先進国である。我が
国は同国と、再処理、高速増殖炉開発等多様な分野で今後とも良好な協力関係を

維持し、友好関係を深めていく。エネルギー資源の少ない原子力先進国であるフ
ランスは我が国と状況が似ており、軽水炉、ウラン濃縮、高速増殖炉、先進リサ
イクル分野、高レベル放射性廃棄物処分研究等様々な分野で協力を進めてきてい

る。他方、最近ではスーパーフェニックスの閉鎖の決定や高レベル放射性廃棄物
の処理処分方策での多様な選択肢の検討を進めるなどの動きがある。 
ドイツについては、現政権は脱原子力政策をとっているが、政府と電力産業界

の脱原子力に関する話し合いにも不透明感が強い。欧州における脱原発の政治的
雰囲気は深刻な状況にあるが、例えば代替エネルギーについての具体的な議論も
なされていない。また、供給網の連繋強化によりＥＵが単一の電力市場になりつ

つあり、各国個別には原子力発電所を持たなくても、結果的にフランスの周辺の
国々は同国の原子力発電に頼るという状況がある。 
我が国としては、この欧州の「脱原発」に関する動向について、注意深く見守

る必要がある。 

④④④④    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
欧州も原子力分野においては高い技術レベルを保持しており、高速増殖炉と関

連する燃料サイルク、核融合等の巨大プロジェクトについて国際共同研究を進め
るとともに、相互に先端的な研究施設を開放する等、フランスをはじめとする欧
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州原子力先進国との協力を引き続き進めていく。 
高速増殖炉開発、核燃料サイクル分野において、フランスは、ロシアとともに
重要な我が国のパートナーであり、これらの協力関係をより強化することは意義
がある。 
高レベル放射性廃棄物の地層処分に係わる研究開発に関しても、地下研究施設
を利用した地層処分システムの長期安定性評価や安全評価に係わる共同研究の
推進、情報交換が重要であり、フランス、スウェーデン、スイス、ＥＵ等との協

力を進めていく。 
さらに欧州とは、原子力安全、核不拡散等の規制の面についても、２国間及び
ＥＵとの対話、共同研究開発等の協力を進めることとする。 
特に、フランスは、現状においても我が国にとって重要なパートナーであり、
例えば高速増殖炉開発など、関連技術の研究開発の先頭に立っている両国が協力
し効率的に研究開発を推進し、牽引車としての役割を果たしていくことが期待さ

れる。したがって、高速増殖炉関連技術協力などあらゆる分野において、今後と
もフランスとの協力関係の強化、緊密化が重要である。 
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３．３．３．３．    旧ソ連、中・東欧諸国との国際的取組旧ソ連、中・東欧諸国との国際的取組旧ソ連、中・東欧諸国との国際的取組旧ソ連、中・東欧諸国との国際的取組 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    

①①①①    旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保等旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保等旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保等旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保等    
１９８６年４月のチェルノブイリ原子力発電所の事故以来、旧ソ連型の原子力
施設の安全性に関する懸念が国際的に高まり、１９９１年１２月のソ連崩壊後の
ミュンヘン・サミット（１９９２年７月）において、この問題が大きく取り上げ

られ、西側先進国による様々な安全支援事業が実施されている。 
旧ソ連内及び中・東欧諸国では、旧ソ連で開発された圧力管型黒鉛炉（ＲＢＭ
Ｋ）46及び加圧水型軽水炉（ＶＶＥＲ）の２種類の原子炉が建設された。その後、

東西ドイツの統一、旧ソ連崩壊後、旧東ドイツを中心としていくつかの原子炉発
電所が閉鎖されたが、現在も多くの旧ソ連、中・東欧諸国でこれらの原子炉が運
転されており、特にＲＢＭＫ及び第１世代のＶＶＥＲについて安全性への懸念が

高い。 
また、旧ソ連においては、チェルノブイリ原子力発電所の事故で環境中に多量
に放出された放射性物質による人体及び環境に対する汚染の修復や、極東の液体

放射性廃棄物処理施設の建設等について、これまで我が国は２国間協力による
様々な国際協力を実施している。 
原子力安全に関する責任は、基本的に当該原子力施設を所轄する国が負うとい

う国際的に認められている原則を定着させることが重要である一方で、原子力事
故は国境を越えた影響を及ぼす可能性があることから、原子力安全確保が国際社
会共通の重要課題とされてきた。 
これまで、我が国は、原子力安全の分野における技術支援等を中心に、多国間
協力及び２国間協力による様々な国際協力を実施してきている。 

②②②②    旧ソ連諸国との研究協力等の推進旧ソ連諸国との研究協力等の推進旧ソ連諸国との研究協力等の推進旧ソ連諸国との研究協力等の推進    
我が国は、今後とも高速増殖炉及び関連する核燃料サイクルの技術の確立を目
指した研究開発を行っているが、ロシアにおいても、高速増殖炉を中心とした核
燃料サイクルの確立を目指した研究開発が進められ、現在運転中の高速炉ＢＮ－

                                         
46 圧力管型黒鉛炉（ＲＢＭＫ） 

 圧力管型炉で減速材に黒鉛を用いた旧ソ連独特の形式の原子炉で、原子炉の事故等の際に放射性物質が外部に放出され
るのを防ぐための原子炉格納容器はない。１９８６年にチェルノブイリで事故を起こしたものがこの形式。 
 圧力管型炉は、圧力管という耐圧性の管の中に燃料集合体を納めこの管の中を冷却材が流れる形式の原子炉をいう。こ
れに対し、我が国の主な発電用の原子炉は炉心を一つの原子炉圧力容器の中に収納し冷却材を流す圧力容器型炉であり、
その外側に原子炉格納容器が備えられている。 
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６００に関する豊富な研究開発実績、運転経験等が、我が国の研究開発に資する

可能性を有している。 
また、日本、米国、ＥＵ、ロシアが、国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）を設
立し、原子力研究開発分野を含む旧ソ連諸国における研究者との研究協力のため

の基盤整備が行われている。現在、ＩＳＴＣ加盟国においては、民間企業を中心
とした協力者拡大を模索している。 

③③③③    余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力    
ロシアの核兵器解体に伴い生じる余剰兵器プルトニウムの管理・処分への協力
の重要性の高まりを受け、国際的に複数の取組が進められており、我が国も核燃
料サイクル開発機構を通じた協力を実施している。詳細は第３章１．で記述した

ところである。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    

①①①①    旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保旧ソ連型原子力発電施設の安全性確保    
旧ソ連、中・東欧諸国への原子力安全支援に関しては、欧州をはじめとする各
国が様々な二国間協力を実施している他、ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ等の国際
機関による協力、欧州復興開発銀行の原子力安全基金及びチェルノブイリ石棺基

金を通じた協力、Ｇ７やＧ２４支援調整グループ47の活動等の多国間協力など、
多様な協力の枠組み及び協力を調整するシステムがある。 
我が国が協力を行うに当たっては、これらの枠組みを活用しつつ、既存の協力

活動、関係国との調整を十分に行い、協力活動の効率化を図っていく。なお、旧
ソ連型炉に関しては、原子力発電所の寿命延長を計画している国が多いものの、
今後寿命を迎える原子炉については、廃炉されるケースが増えると考えられ、こ

うした分野における技術協力の可能性について、今後、必要に応じ、検討してい
く。 

②②②②    旧ソ連諸国との研究協力等の推進旧ソ連諸国との研究協力等の推進旧ソ連諸国との研究協力等の推進旧ソ連諸国との研究協力等の推進    
ロシアは高い科学技術の潜在能力を有しており、今後我が国がロシアと緊密な
協力関係を強化していくことは、効率的な研究開発を推進する上で重要でもある。
我が国の高速増殖炉分野の研究開発については、現在、ロシアとの専門家会合等

を通じた共同研究等具体的な協力について協議を行っている。 

                                         
47Ｇ２４支援調整グループ 

旧ソ連、中・東欧諸国の原子力安全確保に関する各国支援を効率的に実施するため、支援国と被支援国間の支援の実態等
に関する情報交換を実施。 
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また、カザフスタンとの高速増殖炉の炉心安全研究分野での研究協力も積極的

に推進していくことが重要である。この他の原子力研究開発分野に関しては、今
後もＩＳＴＣ設立の主旨にのっとり、協力可能な分野の検討を行う。 

③③③③    余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力    
今後、ロシアの余剰兵器プルトニウム管理・処分への協力について、国際的な
支援のあり方に対する検討が具体化する中で、我が国として、核軍縮の観点、核
不拡散上の観点、米露当事国の責任と当事国以外の協力意義のバランスを考慮し

つつ、外交上の主体的な協力を行っていくことが必要である。具体的には第３章
１．で既述した通りである。 
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４．４．４．４．    国際機関の積極的活用国際機関の積極的活用国際機関の積極的活用国際機関の積極的活用 

(1)(1)(1)(1)    現状認識現状認識現状認識現状認識    
ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ等の原子力に関する国際機関の活動に対しては、国

際的な共通課題の解決、合意の形成、効率的な国際協力計画の推進等を進める観点
から、財政的支援ばかりでなく、これまで以上の人的貢献も含め、積極的に参画し
ていくことが重要である。 

しかしながら、国際機関への人的貢献については、原子力関係国際機関への資金
分担率に比し邦人職員数の割合が極めて低いのが現状である。例えば、ＩＡＥＡの
場合、我が国は米国に次ぐ世界第２位（約１８％）の資金分担をしているにも拘わ

らず、従事する邦人職員の割合は４％にも満たない状況である。特に、課長職以上
の主要なポストについては、国際機関での勤務経験が採用の重要な要件となる場合
が多いことから、こうした要件を満たす邦人職員は数が極めて少なく、状況の改善

は容易ではない。 

(2)(2)(2)(2)    今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組    
我が国としては、原子力に係る理解増進、各国共通の課題であるバックエンド対

策、保障措置の強化・効率化、解体核から生じる余剰兵器プルトニウムの検認体制
の確立、安全確保や原子力損害賠償制度整備を促進するために国際機関の活用を図
るとともに、自らの技術と経験を活かして積極的に協力していくことが重要である。 

人的貢献に関しては、今後は国際機関への邦人職員の増加、主要ポストへの計画
的派遣に努めていくため、国内の関係各機関において国際機関への派遣を考慮した
人材養成を行い、積極的に人材派遣を行うこと等を通じて国際機関における経験の

蓄積等を図っていくことが必要である。具体的には、例えば、①国際機関における
経歴及び評価を国内の原子力関係組織における人事政策上のキャリアパスとして
位置付けること、②応募・帰国時の積極的バックアップを実施していくこと、③中

高年齢層の人材を積極的に活用すること、④国際機関の空席情報について、情報提
供を積極的に行えるような会員制の登録システムを活用し、広く官民関係者の応募
予定者に対して応募支援を行うこと、などにより、より多くの人材を適所へのタイ

ムリーな派遣に努める。 
また、国際機関の中立性、普遍性を活かした国際的な基準、条約の策定や、バッ

クエンド対策等各国共通の課題に関する国際的な合意の形成に資する、国際機関の

活動に引き続き協力する。さらに、核データバンク事業等国際機関を通じた共同プ
ロジェクトの実施により国際協力の効率的な推進を促す。 
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近年、国際機関が役割を果たすべき課題の増加等により各機関とも財政事情が厳

しい状況にある。国際機関への財政的支援に関しては、加盟国分担金による国際機
関本来の活動とバランスを取りながら、一層効率的な運営に努めることを前提に、
重要テーマに係わる活動への重点化等を促しつつ、適切な拠出を行う。また、専門

家派遣等の支援は、より積極的に行う。 
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おわりに 

 
 
 「何事も問題点の指摘は容易だが、解決策の提示は難かしい」といわれる。この
報告書の策定においてもこのことを実感した。しかし、“はじめに”での問題意識

を踏まえて、われわれは今日、可能な限りの挑戦を試みたつもりである。簡にして
要を得た報告書の作成を目指したが、結果は５０頁を越すものとなってしまった。
それら全てが大切な成果であるが、そのうち特に強く訴えたい課題を以下にまとめ

て、結びとする。 
  この報告書の冒頭部分で『原子力はその裾野の広さ、人類社会全般への影響の大
きさから、本来国際的な視野に立って取り組むべき技術であり、原子力を将来とも

重要なエネルギーの選択肢とするために、その国際的課題に対する正しい取組が極
めて重要である。したがって、２１世紀に向かってこの分野における我が国の果た
すべき役割について、その理念と具体的政策を、国が行うべき項目を中心に内外に

明確に提示するべきである。』という基本認識を述べた。その上で幾つかの重要な
テーマを選んで、問題点の指摘と解決策の一端を提示している。 

１．我が国の核燃料サイクル政策への国際的理解を求めて 
  この報告書の“はじめに”に始まっていくつかの箇所で「資源小国の経済大国」
と並び登場するのは、「非核保有の原子力発電大国」という言葉である。その様な

国が原子力の利用を平和目的に限定しつつ、再処理・プルトニウム利用を中核とす
る核燃料サイクル政策を進める理由と根拠を、核拡散のリスクが高まる世界の現状
を懸念する海外の問題意識に、明確に応える形で示すことは必ずしも簡単なことで

はない。 
  そのためには、こうした政策の正当性、妥当性の主張が核不拡散体制の堅持を担
保する具体的措置を伴うものでなくてはならない。その中心的考え方は「利用目的

のないプルトニウムは持たない」という原則である。しかし、実際には、需要と供
給双方の側に不確定要素が常に存在することは避けられないし、中・短期的に計画
の期待される進捗との間に時にギャップも生まれる。したがって、使用済燃料、プ

ルトニウムをはじめとする全ての核物質を厳格に管理された状態に置くと共に、透
明性をより一層向上させる具体的施策を進んで講じていかなくてはならない。 
  我が国は原子力発電所で発生する使用済燃料は、中間貯蔵による計画の柔軟性を
図りつつ、国内で再処理することを原則としている。これまで海外事業者に委託し
たものについては、核燃料物質、放射性廃棄物の国際輸送が行なわれているが、近
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年、輸送ルートにあたる沿岸国を中心に輸送の安全性に対する懸念が高まっている。

こうした懸念は真摯に受け止め、これらの国々と外交努力による理解活動は勿論、
政府及び事業者が密接に連携してこの問題に対応していくことが求められる。今後
核燃料サイクルの確立に向けた諸施策を進めていくに当たっては、こうした国際輸

送を巡る動向をも十分に考慮することが重要である。 

２．核不拡散体制の強化へのイニシアティブ 
  現在、核不拡散条約（ＮＰＴ）を中心とする核不拡散体制は、体制の内側にある
イラク、北朝鮮、外側のインド、パキスタン双方から挑戦を受けている。このよう
な状況の下で、我が国が世界の核不拡散体制の強化に果たす役割は極めて大きなも

のがある。 
  我が国は、最近、未申告の核物質や原子力活動の探知能力の向上を図るための保
障措置協定の追加議定書を率先して締結したが、更に未締約国の参加を積極的に働

きかけると共に、従来の包括的保障措置と併せた「統合保障措置」の検討作業に積
極的に参画していく必要がある。 
また、核テロ防止に向けた国際条約の検討や核物質防護のあり方をめぐって内外

の関心が高まっている現在、国も産業界も、こうした議論に加わり、この問題に自
ら進んで取り組んでいくことが望まれる。 
  包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効及び兵器用核分裂性物質生産禁止
条約（ＦＭＣＴ）交渉の早期開始へ向けての努力については、先般のＮＰＴ運用検
討会議における我が国の対応が国際的に評価されてよい。今後とも核兵器のない世
界の１日も早い実現に向けて、努力を重ねていかなくてはならない。 
  以上の諸施策に加えて、核拡散リスク低減のための国際的な技術開発及び朝鮮半
島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）プロジェクトへの協力を進める。また核不拡散
分野での情報発信、技術開発等を進めるため、国際的な専門家の参加を得た「核不

拡散研究センター（仮称）」を設立する構想を検討する。 
  米露間の核軍縮の進展に伴い、解体核兵器から生ずる大量のプルトニウムの不適
切な管理から生ずる核拡散の危険防止も緊急を要する。余剰兵器プルトニウムの管

理・処分は、第一義的には米露が取り組むべき問題である。しかし、我が国として
もＧ８諸国等と協力して、国際的な枠組みを検討し具体化していく中で、核軍縮の
促進と核拡散の防止の観点から問題の重要性を強く認識するとともに、核拡散防止

のための国際的活動への我が国の熱意を具体的に示す機会ととらえ、他の主要国と
歩調を揃え協力していくことが必要である。 
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３．安全の確保と研究開発 
  核不拡散と並んで原子力利用の基本的な重要課題は安全の確保である。チェルノ
ブイリ事故が世界の原子力開発に与えた負の影響は計り知れないものがある。我が
国としては国、民間が共同して安全文化の浸透をはかるとともに、国際基準の整備

に向けて、積極的にリーダーシップを発揮すべきであり、安全条約の下のピアレ
ビューを行うとともに、ＷＡＮＯの備えている民間組織としての有利性と役割は充
分に考慮に値する。 
  一国の事故は世界の原子力利用に大きな影響を与える。昨年、我が国で起きたＪ
ＣＯ問題はまさに痛恨の極みである。この事件が引き起こした原子力の安全性に対
する内外の信頼の喪失は計り知れない。これまでの我が国の安全への努力を無にし

ないためにも、今後実績の積み重ねに一層努力していかなくてはならない。再発防
止と防災のためのあらゆる措置を講ずると共に、国際的にも緊急時における情報の
発信と入手のための具体的対応の強化と各国間の協力体制を確立する必要がある。 
  国際的な研究開発の協力については多くの紙数をさくことは出来なかったが、欧
米の牽引力の低下と、アジア地域における原子力利用の拡大の見通しを踏まえ、特
に基盤技術の研究開発分野ではフロントランナーにふさわしい主体性をもった国

際協力を行っていく。 
  アジア各国の強いニーズがある放射線利用分野は、実績をもつ我が国が具体的に
活動出来る中心的領域の１つであり、積極的に対応すべきである。 また、放射線
の健康影響については、世界的に評価されている被ばく医療の分野でのリーダー
シップを発揮していくためには国内体制の一体化を強く求めたい。 

４．地域別協力 
  国際的課題への取組は、夫々の地域における事情と状況を踏まえて進められるべ
きであることはいうまでもない。 
  今後我が国にとって多くのニーズと課題提起が予想されるアジア地域諸国との
協力は、この地域が宗教、文化、政治、社会、産業、経済において夫々固有の歴史
的発展を遂げている極めて多種多様の国々であるとの認識の上にたって取組が行

われなければならない。まさに「アジアは１つ１つ」である。 
  核不拡散と安全確保の基盤の上に、研究開発分野においては、各国の技術向上の
自助努力を積極的に支援するきめ細かい取組が必要である。今年秋からスタートす

るアジア原子力協力フォーラムへの期待は大きい。 
  アジア諸国の原子力発電所建設計画への対応については、今後とも民間主体でビ
ジネスベースにより協力していくこととし、国は必要に応じ、二国間協定などによ

る資機材移転のための枠組み作りや相手国の法制度の整備、基礎技術レベル向上等
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のための協力によって環境の整備を行う。 
  欧米諸国では、原子力開発が停滞しているが、これら諸国が永年にわたって蓄積
した技術とその価値は依然として大きい。特に米国においては、原子炉技術の分野
で新しい研究開発計画もたてられつつあり、あらゆる機会を捉えて人材交流、情報

の交換、施設の共同利用を図りたい。核燃料サイクル技術を有する欧州についても
同様である。今後ともこれら先進国との間には主体性を持った技術交流の取組を進
めていく。 
 
  最後に、この報告書は原子力の視点から国際問題を検討しているが、当然のこと
ながら、これらは、我が国の２１世紀における国際政治と外交戦略全体にもかか

わっている。とくに核不拡散の国際的課題への取組を通して痛感することは、この
問題と我が国の総合的安全保障との関連であり、今後、この観点からの幅広い論議
を進めて欲しいと願うものである。 
 
  約１年にわたる原子力分野における国際的課題についての真剣な論議を振り
返って思うことは、混迷と複雑を増す国際社会における取組の難しさである。われ

われは、「変えることの出来ないものを受け入れる冷静さと、変えることが出来る
ものを変える勇気と、そしてその両者を識別する智慧」（Ｒ．ニーバー）をもって
２１世紀の原子力政策に取り組まなくてはならない。 
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世界における原子力の状況

世界における原子力発電の現状（1999年12月31日現在）

運転基数 設 備 容 量 総発電電力量に占める
(万ｋＷ) 原子力発電の割合(%)

米 国 １０３基 １０,０６４ １９.５４
仏 国 ５５基 ５,９８９ ７５
日 本 ５２基 ４,５０８ ３６
英 国 ３５基 １,４１７ ２８.８７
ロシア ２９基 ２,１５６ １４.４１
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ １１基 ９８２ ４６.８
ドイツ １９基 ２,２２１ ３１.２１

－世界 ヶ国世界 ヶ国世界 ヶ国世界 ヶ国(31 ) ４２５基 ３５,９４３(31 ) ４２５基 ３５,９４３(31 ) ４２５基 ３５,９４３(31 ) ４２５基 ３５,９４３
出典：基数、設備容量は（社）日本原子力産業会議、「世界の原子力発電開発の動向」H12年4月5日プレスリリースに

よる。原子力発電割合は：IAEA Press Release 2000/09 (6, March 2000)よる。

○各国の動向
・米国

☆プルトニウム利用は凍結。ただし、西欧及び日本のプルトニウムの民生利用
は認める。

・仏国
☆エネルギー自給率向上のため原子力利用を積極的に推進。総発電電力量の約
15％（1997年実績）を近隣諸国に輸出。

☆1998年２月、フランス政府は高速増殖実証炉スーパーフェニックスの閉鎖及
び原型炉フェニックスの2004年までの運転継続を決定。

・英国
☆石油、石炭、天然ガス資源を背景とするエネルギー供給。原子力をエネルギ
ーの多様化政策に位置づけ。

・独国
☆1998年9月、総選挙が行われ、社民党と緑の党の連立による新政権が発足。
☆新政権は、原子力からの撤退を表明。現在、連邦政府と電力業界との間で今
後の原子力政策について協議が続いている。ドイツでは総発電電力量の約３
割強を原子力で賄っている。

・スウェーデン
☆ｽｳｪｰﾃﾞﾝ政府は、ﾊﾞｰｾﾍﾞｯｸ１号機を1998年７月に閉鎖することを決定。その後
電力会社による訴訟が行われていたが、最終的には、政府が電力会社に補償
を行うことを持って、1999年11月30日深夜、同原子炉は閉鎖された。

・ロシア
☆今後、新世代の原子力発電所を建設するとともに、古い原子力発電所の閉鎖
に着手する。

・中国
☆1999年末、３基、227万kWの原発が稼働。総発電電力量の1.2％を供給。
☆2020年までに4,000～5,000万kWに原子力発電の設備容量の拡大を計画。

・韓国
☆1999年末、16基、1,372万kWの原発が稼働。総発電電力量の43％を供給。
☆原子力技術の国産化、標準化を目指し、83年標準化計画を策定。韓国標準型
炉（KSNP)が98年に初号機、99年末に２号機が運開した。
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核兵器の不拡散に関する条約（ＮＰＴ）の概要

１．発効
年３月５日：発効1970
年６月８日：我が国批准（ 年２月３日：我が国署名）1976 1970

２．締約国
（１）締約国数：１８７カ国（ 年４月現在）2000
（２）全ての核兵器国は本条約の締約国
（３）未締約国は、イスラエル、インド、パキスタン、キューバ

３．主な内容
第１条 （核兵器国の義務）核兵器国※が非核兵器国に対し核兵器・核爆発

装置を移譲することを禁止する。
第２条 （非核兵器国の義務）非核兵器国がいかなる者からも核兵器・核爆

発装置を受領せず、また製造・取得しない。
第３条 （ＩＡＥＡの保障措置）締約国である非核兵器国が核物質を核兵器

の製造等に使用しないことを検証するため、全ての平和的な原子
力活動にＩＡＥＡの保障措置を受ける。

第４条 （原子力の平和利用）締約国は原子力平和利用の利益を享受する。
第６条 （核軍縮）締約国は軍縮交渉を進める。
第８条 （運用検討会議）条約の運用を検討するため５年毎に運用検討会議

を開催する。
第 条 （脱退）各締約国は、この条約の対象である事項に関連する異常な10

事態が自国の至高の利益を危うくしていると認める場合には、そ
の主権を行使してこの条約から脱退する権利を有する。

（期限）ＮＰＴの発効 年後に、その後無期限に延長するか期限25
（単数又は複数）付きで延長するかを決定する。

※核兵器国：第９条には、 年１月１日前に核兵器その他の核爆発装置を製67
造しかつ爆発させた国（米、露、英、仏、中）と定義されてい
る。

４．ＮＰＴ運用検討会議
（１）期 間： 年４月 日～５月 日2000 24 19
（２）場 所：ニューヨーク（国連本部）
（３）結 果：核軍縮・核不拡散分野における将来に向けた以下の前向きな措

置を含んだ報告書をコンセンサスによって採択。
・ＣＴＢＴ早期発効及びＣＴＢＴ発効までの核実験モラトリアム
・カットオフ条約の即時交渉開始及び５年以内の妥結を含む作業
計画に合意することの奨励
・核廃絶を「究極的」目標としてではなく 「明確な約束」とす、
ること
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包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の概要について

１．概要
ＣＴＢＴは、あらゆる核兵器の実験的爆発及びその他の核爆発を締約国

の業務として禁止し、仮にこれらの実験的爆発及びその他の核爆発が行わ
れた場合の国際的な監視制度による査察の実施を規定するものである。

２．国際監視制度
、 、 、 、核実験の実施を国際的に監視 観測するため 世界中に 地震学的監視

放射性核種監視、水中音波監視及び微気圧振動監視のための施設を設置予
定である。我が国においては、科学技術庁において放射性核種監視に係る

、 。施設を 気象庁において地震学的監視に係る施設等を整備する予定である

３．経緯及び現状
・ 年９月 日：国連総会で採択1996 10
・ ９月 日：署名開放（我が国は即日署名）24
・ 年６月９日：原子炉等規制法改正1997
・ ７月８日：我が国批准
・ 年 月６日： 発行促進会議開催(我が国は議長国を務めた)1999 10 CTBT

４．発効要件と署名・批准国
44 180・ＣＴＢＴの発効要件として 原子力能力を有する ヶ国の批准の後、 、

日で発効。
・現在（平成 年５月末現在 、 ヶ国が署名、 ヶ国が批准（うち、12 155 56）
本条約を発効するうえで批准の必要な原子力能力を有する国は ヶ国28

、 、 、 、 、 、 、が批准：日本 スロバキア ペルー ブラジル オーストリア 仏 英
スペイン、独、オーストリア等）

・原子力能力を有する ヶ国中未署名国はインド、パキスタン、北朝鮮44
の３ヶ国。
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兵器用核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）
（通称：カットオフ条約）の概要

１．概要
（１）「カットオフ」の概念

「核兵器その他の核爆発装置のための核分裂性物質（高濃縮ウラン及びプ
ルトニウム）の生産禁止」のこと。

（２）条約の主目的
核兵器国及び 非締約国（特にインド、パキスタン、イスラエル等）NPT

の核能力の凍結。

（３）現在想定されている条約上の義務
①核爆発装置の研究・製造・使用のための高濃縮ウラン及びプルトニウムの
生産禁止

②右目的のための高濃縮ウラン及びプルトニウム生産に対する他国による援
助の禁止

IAEA NP③条約遵守を検証する措置（おそらくは 保障措置）の受入れ等。
締約国である非核兵器国については、既に の包括的保障措置をT IAEA
受け入れているので、カットオフ条約によって新たな義務は生じないが、
核兵器国及び 非締約国については、検証措置を新たに受け入れる義NPT
務が生じる。

２．経緯
・1993年９月、クリントン米大統領の国連総会演説の中で提案され、その後の
協議を通じ、1995年３月、ジュネーブ軍縮会議にカットオフ特別委員会が決
定された。

・しかしながら、その後非同盟諸国（エジプト、インド、ブラジル、ミャンマ
ー等）は、核軍縮に関する特別委員会の設置を要求し、これが認められない
限りカットオフ条約交渉を開始しないと主張。米、英、仏はかかる条件に強
く反対。また、中国はカットオフ条約交渉のみならず、「宇宙空間における
軍備競争の防止」（ ）についての交渉も主張し、これに反対する米PARoS
との間で対立が続いている。

・こうした対立から、条約交渉は開始されず、2000年会期においても同委員会
の再設置に至っていない。

３．現状
・ジュネーブ軍縮会議等公式協議の場では、参加各国の利害対立により検討が
進まないことから、非公式の技術会合（カットオフ担当の各国大使や研究者
等の集まり）が断続的に開催され、協議が行われている。

・他方、2000年４月に開催された 運用検討会議においては、ジュネーブNPT
軍縮会議に対し、カットオフ条約の即時交渉開始と５年以内の妥結を含む作
業計画を合意することを奨励する内容を含む最終文書がとりまとめられた。



保障措置について 　

原子力の平和利用を確保するため、核物質が核兵器その他の核爆発装置等に
転用されていないことを検認すること。

保障措置とは

・核拡散防止条約(NPT)に基づき、我が国は日・IAEA保障措置協定を締結し、
我が国の全ての核物質に対しIAEAの保障措置（包括的保障措置）を適用。

・具体的には、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基
づき、次のような保障措置を実施。（参考1）

　　①計量管理（原子力事業者が核物質量を国に報告）

　　②封じ込め・監視（核物質の移動等を監視カメラ、封印等を確認）

　　③査察（国及びIAEAの査察官が核物質の使用状況の報告を検認）

イラクの未申告核開発活動の発覚（1991年）等

IAEA保障措置の強化・効率化方策を検討開始（1993年）

保障措置に関する最近の動向

IAEA保障措置の強化・効率化方策（参考2）
第1部 現行の保障措置協定で実施可能な措置

→1995年6月　各国が合意し、順次実施

第2部 IAEAに新たな権限追加が必要な措置
→1997年5月 IAEAに新たな権限を付与するモデル追加議定書をIAEA理事会において採択。

○原子炉等規制法の改正○原子炉等規制法の改正○原子炉等規制法の改正○原子炉等規制法の改正（1999年12月16日施行）

追加議定書の国内担保を図るとともに、定型化

した保障措置に係る検査を専門的能力を有する

民間機関に行わせることができるよう措置。

○追加議定書○追加議定書○追加議定書○追加議定書（1999年12月16日発効）

核物質を用いない核燃料サイクル関連研究開
発活動、特定の原子力関連資機材の製造、組
立等に関する情報提供及びこれらが行われてい
る場所等へのアクセス　等

○統合保障措置＝
包括的保障措置と、追加議定書

に基づく保障措置を最適な形で

組み合わせ、最大限の有効性と

効率性を目指す保障措置。

○専門家の支援を受けたＩＡＥＡ
　事務局及び加盟国において
　検討が進められている。

我が国の対応
原子炉等規制法の改正と追加議定書の発効

IAEAにおける
統合保障措置の検討



追加議定書の対象

我が国における保障措置実施体制

国際原子力機関
（ＩＡＥＡ）

国際原子力機関
（ＩＡＥＡ）

日本政府日本政府

二国間協定締約国
（米、英、仏、加、豪、中）

二国間協定締約国
（米、英、仏、加、豪、中）

・移転の通告、確認
・第三国移転の承認等

　原子力施設　原子力施設
加工施設、
原子炉施設、
再処理施設、
使用施設　等

Ｉ
　
Ａ
　
Ｅ
　
Ａ
　
査
　
察

保障措置
実施に関
する協議

評
価
報
告

指定情報指定情報指定情報指定情報
処理機関処理機関処理機関処理機関
　核物質の計量
　管理報告の情報
　処理及び解析

指定保障措置指定保障措置指定保障措置指定保障措置
検査等実施機関検査等実施機関検査等実施機関検査等実施機関

　①定型化した通常
　　査察関連業務
　②提出された試料
　　の分析　　　等

Ｉ
　
Ａ
　
Ｅ
　
Ａ
　
に
　
よ
　
る
　
補
　
完
　
的
　
ア
　
ク
　
セ
　
ス
　
　
　
　

・原子力関連資機材の製造組立場所
・核物質を用いない核燃料サイクル
　関連研究開発活動の実施場所
・ウラン鉱山
　　　　　　　　　　　　　　　等

　
活
　
動
　
状
　
況
　
の
　
報
　
告
　
等

　
　

計
　
量
　
管
　
理
　
報
　
告
　
等
　

　
活
動
状
況
の
報
告
等

保障措置検査保障措置検査保障措置検査保障措置検査
　　　　　　（査察）　　　　　　（査察）　　　　　　（査察）　　　　　　（査察）
　①帳簿検査
　②員数勘定
　③現場測定
　④監視カメラの設置、
　　封印適用　　　等

国内査察

　
報

告
①
計
量
管
理
報
告

②
査
察
結
果
報
告

　　追加議定書
　　に基づく措置

（参考１）
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（参考２）

ＩＡＥＡ保障措置強化・効率化方策の主な内容ＩＡＥＡ保障措置強化・効率化方策の主な内容ＩＡＥＡ保障措置強化・効率化方策の主な内容ＩＡＥＡ保障措置強化・効率化方策の主な内容

第１部（現行の保障措置協定で実施可能な措置）第１部（現行の保障措置協定で実施可能な措置）第１部（現行の保障措置協定で実施可能な措置）第１部（現行の保障措置協定で実施可能な措置）
(1) 情報提供の拡大

①各国の国内保障措置制度
②閉鎖、解体された原子力施設 等

(2) 原子力施設内における環境サンプリングの実施
(3) 無通告査察の導入、拡大
(4) 最新機器の導入、各国の保障措置制度との協力強化

第２部（ＩＡＥＡに新たな権限追加が必要な措置→追加議定書）第２部（ＩＡＥＡに新たな権限追加が必要な措置→追加議定書）第２部（ＩＡＥＡに新たな権限追加が必要な措置→追加議定書）第２部（ＩＡＥＡに新たな権限追加が必要な措置→追加議定書）
(1) 拡大申告

①核物質を用いない核燃料サイクル関連研究開発活動
②原子力サイト関連情報
③濃縮、再処理等特定の原子力関連資機材の製造・組立情報
④原子力関連資機材の輸出入情報
⑤今後１０年間の原子力開発利用計画 等

(2) 補完的アクセス
①原子力サイト内
－核物質を取り扱わない場所も立入が可となる。

②原子力サイト外(研究開発、特定原子力関連資機材製造・組立場所
等)
－国が提供した情報に疑問、不一致が存在した場合

(3) アクセスの際の新たな手法
放射線測定等従来の手法に加え、原子力サイト内外で環境サンプリン
グを実施

(4) その他
①立入の適正手続（管理アクセス）
②ＩＡＥＡが入手した情報の厳格な管理
③補助取決め（実施の手続きの細目を定めている）
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核物質防護の現状について

核物質防護とは、核物質の盗取などの不法な移転を防止するとともに、原子力施設や
輸送中の核物質に対する妨害破壊行為を未然に防ぐことを目的とした措置であり、平和
利用に徹し、安全に原子力活動を進める上で必要不可欠な措置である。

(1) 国際的枠組み
「核物質の防護に関する条約」(1987年2月発効)には、核物質が国際間で移動する時
に必要な核物質防護対策や、核物質にかかわる犯罪の処置などが定められている。
この他、我が国と加、豪、中、米、仏及び英との間の二国間原子力協力協定におい
ては、それぞれの国から我が国に移転された核物質に対して、適切な防護措置を採る
ことが義務付けられている。
また、核物質防護に関するIAEAガイドラインにおいては、核物質の使用、輸送、貯
蔵全般にわたる防護措置に関する国際的な共通指針が示されている。

(2) 我が国における核物質防護
我が国では、原子炉等規制法により、原子力施設や核物質輸送時の防護措置を事業
者に義務付けている。
具体的には、取り扱う核燃料物質の量に応じて３区分に分け、それぞれの区分に応
じ必要とされる措置を法令により定めている。例えば、２kg以上のプルトニウムを有
する原子力施設については、鉄筋コンクリート造りの障壁、金属探知器、常時監視等
が義務付けられている。

(3) 核物質の輸送情報の取扱いについて
① 平成４年４月､科学技術庁原子力安全局長名で、輸送日時、経路等、輸送に係る詳
細な情報は、不特定多数の者に公表することのないよう、情報の取扱いに慎重を期す
ることを関係自治体及び事業者に対して要請。
② その後、原子力開発利用に関わる諸活動の透明性の向上の観点から、情報公開の範
囲を拡大する可能性について慎重に検討を行った結果、
○平成８年９月、天然ウランの輸送情報については、警備体制等を除き原則公開可能
○平成９年８月、天然ウラン以外の核物質については、
・国内輸送の場合、全ての核物質について
・国際輸送の場合、使用済燃料及び低濃縮ウランについて
輸送前及び輸送中においては輸送日時、輸送経路及び船名、警備体制等を除き
公開可能
とするなど、従来の取扱いを変更する旨を関係自治体及び関係事業者に対して連絡
した。
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核物質防護規制の概要

核物質防護の目的
(a) 核物質の盗取等による不法な移転を防止すること。
(b) 妨害破壊行為を防止すること。
(c) 緊急時の場合には、迅速かつ総合的な対応措置を講じること。

予 防 機 能 対 応 機 能

不法行為の防止 不法行為の鎮圧

原子力施設の防護措置 核物質輸送時の防護措
・防護措置の義務付け 置 治安当局の
・核物質防護規定の認 ・防護措置の義務付け
可 ・防護措置についての 対応
・核物質防護管理者の 確認
選任、解任の届出
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国際プルトニウム指針について
平成12年4月
科学技術庁

１．趣 旨
、 、プルトニウム管理に係る基本的な原則を示すとともに その透明性の向上のため

参加国が保有するプルトニウム（平和利用のプルトニウム及び軍事目的にとって不
要となったプルトニウム）の量を毎年公表すること等を定めた国際的な指針を策定
するもの。

２．経 緯
、 。①1994年２月以来 97年９月まで13回の会合が開催され､指針について合意に達した

②検討に参加した国は、米､露､英､仏､中､日､独､ベルギー､スイスの９ヶ国。他にIAE
A、EUがオブザーバーとして参加。

。③1997年12月､９ヶ国が国際プルトニウム指針の採用を決定し､その旨をIAEAに報告
④1998年３月、本指針(INFCIRC/549)及び本指針に基づく各国のプルトニウム保有量
・プルトニウム管理に関する政策についての通知書をIAEAが公表。

３．指針のポイント
①各国が、核燃料サイクル等のプルトニウム利用計画を明らかにするとともに、各

、 （ 、国の毎年末のプルトニウム保有量を共通の様式によって 施設区分 再処理施設
加工施設、原子炉施設等）ごとに公表する。

②各国がプルトニウムの管理するうえでの安全確保、核不拡散等についての基本的
な原則を示す。

４．2000年4月5日までに公表された各国のプルトニウム 保有量(1998年末現在)※

（単位：ｔＰｕ）
未照射プルトニウム 使用済燃料中のプルトニウム

米国 ４５．０ ３２７
ロシア ３２．０ ７１1)

英国 ６９．１ ４５．９
フランス ７５．９ １５８．８
中国 ０ （報告対象外）*
日本 ５．０ ６４
ドイツ ６．６ ３７．４
ベルギー ３．８ １６
スイス ０．０５以下 ６
注）上記はそれぞれ自国内にある量。
1) 1999年末現在
* 中国は本指針採用にあたり、プルトニウム管理政策及び未照射プルトニウム
量についてのみ公表する旨表明。

核分裂性プルトニウム及び非核分裂性プルトニウムの同位体の合計※
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我 が 国 の プ ル ト ニ ウ ム 管 理 状 況＊

（ ） 内 は 19 9 7年 1 2月 末 の 値 を 示 す 。
１ ． 分 離 プ ル ト ニ ウ ム 量 〔 19 9 8年 1 2月 末 現 在 〕

《 単 位 ： kg P u》

施 設 名 J N C再 処 理 施 設

再 硝 酸 プ ル ト ニ ウ ム 等 （ 溶 解 後 、 分 離 さ れ て か ら 、 混 合 転 換 工 程 ３ ８ ４
処 内 ま で の プ ル ト ニ ウ ム ） （ ３ ８ ５ ）
理
施 訳 酸 化 プ ル ト ニ ウ ム （ 酸 化 プ ル ト ニ ウ ム と し て 貯 蔵 容 器 に 貯 蔵 さ １ ５ ４
設 れ て い る も の ） （ １ ５ ３ ）

合 計 ５ ３ ７
（ ５ ３ ８ ）

施 設 名 JN Cプ ル ト ニ ウ ム 燃 料 加 工 施 設

酸 化 プ ル ト ニ ウ ム （ 酸 化 プ ル ト ニ ウ ２ ， ７ ３ ７
燃 ム 貯 蔵 容 器 に 貯 蔵 さ れ て い る も の ） （ ２ ， ５ ５ ３ ）
料 内
加 試 験 及 び 加 工 段 階 に あ る プ ル ト ニ ウ ４ ７ ３
工 ム （ ７ ２ ６ ）
施 訳
設 新 燃 料 製 品 （ 燃 料 体 の 完 成 品 と し て ３ ８ ６

保 管 さ れ て い る も の ） （ ３ ７ ０ ）

合 計 ３ ， ５ ９ ６
（ ３ ， ６ ４ ９ ）

原 子 炉 名 等 常 陽 も ん じ ゅ ふ げ ん 研 究 開 発
原
子 原 子 炉 に 保 管 さ れ て い る 新 燃 料 製 品 並 び ２ ３ ６ ７ ３ ４ ４ ２ ９
炉 に 研 究 開 発 に 供 さ れ て い る も の ( ２ ３ ) (３ ６ ７ ) ( ０ ) （ ４ ２ ９ ）
等

合 計 ８ ３ ２
（ ８ １ ９ ）

注 ： 研 究 開 発 と は 臨 界 実 験 装 置 等 を 指 す 。

４ ， ９ ６ ５合 計 （ ５ ， ０ ０ ６ ）

２ ． 原 料 と な る 酸 化 プ ル ト ニ ウ ム の 使 用 状 況 〔 19 9 8年 〕
《 単 位 ： k g P u》

供 J N C再 処 理 施 設 回 収 量 海 外 か ら の 移 転 量
給
量 １ ０

（ １ ３ ３ ） （ ０ ）

注 )使 用 量 と は 、 燃 料 加 工 施 設 の 原 料 貯 蔵 区 域 か ら 加 工 工 程 区
使 も ん じ ゅ ・ 常 陽 ・ ふ げ ん 域 へ の 正 味 の 払 出 し 量 と 定 義 し て い る 。
用 当 該 年 及 び 昨 年 に つ い て は 、 施 設 の 設 備 更 新 準 備 作 業 に 伴
量 － １ ８ ３ い 、 加 工 工 程 区 域 か ら 原 料 貯 蔵 区 域 へ 管 理 場 所 の 変 更 を 行 っ た

（ － １ ０ ） も の が あ る た め 、 合 計 と し て マ イ ナ ス と な っ て い る 。
[管 理 場 所 の 変 更 分 を 除 く と 、 使 用 量 は 41 k g (昨 年 8 5 k g )と な る ]

３ ． 海 外 の 酸 化 プ ル ト ニ ウ ム 〔 19 9 8年 1 2月 末 現 在 〕
（ 基 本 的 に 海 外 で Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 に 加 工 し て 我 が 国 の 軽 水 炉 で 利 用 予 定 ）

《 単 位 ： kg P u》

英 国 で の 回 収 分 ６ ， １ ０ ９ （ ３ ， ５ ４ ９ ）

仏 国 で の 回 収 分 １ ８ ， ２ ９ ０ （ １ ５ ， ５ ３ ４ ）

合 計 ２ ４ ， ３ ９ ８ （ １ ９ ， ０ ８ ３ ）

（ 小 数 点 第 １ 位 の 四 捨 五 入 の 関 係 に よ り 、 合 計 が 合 わ な い 場 合 が あ る 。 ）

＊ 核 分 裂 性 プ ル ト ニ ウ ム 及 び 非 核 分 裂 性 プ ル ト ニ ウ ム の 同 位 体 の 合 計
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を用いた露国余剰兵器Pu処分の提案BN600

作業期間(予定)

1999 2003 0～ BFS (IPPE) 20kgを用いた臨界実験 約 の ﾌｪｰｽﾞ

を用いた３体の先行照射試験 余剰兵器Puを使用BN600 (RIAR)

核燃料サイクル開発機構とロシア２研究所間で実施

2000 2006 40 50 /y～ ～バイパック燃料製造設備の増強(RIAR) 集合体

(0.3t-Pu/y)

*・追加先行照射用燃料集合体製造(20集合体)

・RIAR施設増強

・輸送容器設計･製作

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ炉心用燃料製造(40～50集合体/y)等

年間処理量（処理期間）

0.3t-Pu/y (2003 2006)BN600のハイブリッド炉心化 ～

・炉心設計･安全評価

* I・追加先行照射(20集合体) ﾌｪｰｽﾞ

・ライセンス取得

・径方向ブランケット用乾式貯蔵容器の製作

・反射体、ウラン炉心燃料集合体製作

・炉心変更（ブランケットの反射体への置換含む）

・新燃料貯蔵施設の建設等

年間処理量（処理期間）

2002 2020 1.3t-Pu/y (2007 2020) II～ ～BN600 MOXの全 炉心化 ﾌｪｰｽﾞ

・2020年までの寿命延長のためのプラント改造（2010年実施）

・炉心設計･安全評価

・ライセンス取得

・全MOX炉心変更

・全MOX炉心運転(約200体/y燃料製造･照射)

体数、必要性につき検討を要する。*
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原子力安全規制に係わる国際協力について

平成12年２月
科学技術庁
通商産業省

（１）原子力安全規制に係る国際協力の体系

先進各国における原子力安全への

関心の高まり

旧ソ連、中・東欧での原子力

安全問題の顕在化

原 子 力 の 安 全 確 保 は 世 界 共 通 の 重 要 課 題 に

原子力安全に関する国際的ルールづくり、国際協力活動が近年活発化

多国間協力 ・国際条約の策定、原子力安全基準文書の策定及び

改訂作業等への参画、及びIAEA、OECD/NEA等の国

際機関での協議に積極的に参加。

［意義］・安全性向上のための国際的共通課題への対応を図る。

・我が国が有する原子力施設の安全性に関する技術・

知見を他国の安全規制・技術等の向上に活用する。

等原子力安全の向上に貢献する。

・各国規制当局と規制情報交換等を実施

二国間協力 ・研修事業等

［意義］・情報交換を通じて、各国の経験・知見を我が国の安

全規制に反映すること及び原子力安全確保のための

共通基盤作りに活用する。

・アジア地域での原子力安全水準の向上を図る。
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（２）原子力安全規制に係る国際協力への我が国の取組み

①多国間協力等

イ．国際条約等
・原子力の安全に関する条約 （1996年10月24日発効、同時に我が国について
効力発生、1999年４月に締約国による第一回検討会合が開催された）

・使用済燃料及び放射性廃棄物の管理の安全に関する条約 （仮称）
（1997年９月29日署名開放、未発効、我が国は未締結）

・原子力事故の早期通報に関する条約（1987年７月我が国について効力発生）
・原子力事故又は放射線緊急事態の場合における援助に関する条約

（1987年７月我が国について効力発生）

ロ．ＩＡＥＡ（国際原子力機関）への対応
・各種諮問委員会
国際原子力安全諮問グループ（ＩＮＳＡＧ）
安全基準諮問委員会（ＡＣＳＳ）
原子力安全基準諮問委員会（ＮＵＳＳＡＣ）
廃棄物安全基準諮問委員会（ＷＡＳＳＡＣ）
輸送安全基準諮問委員会（ＴＲＡＮＳＳＡＣ）
放射線安全基準諮問委員会（ＲＡＳＳＡＣ）

・重要安全事象評価チーム（ＡＳＳＥＴ）による安全評価
・運転管理調査チーム（ＯＳＡＲＴ）による安全評価
・国際原子力事象評価尺度（ＩＮＥＳ）

ハ．ＯＥＣＤ／ＮＥＡ（経済協力開発機構／原子力機関）への対応
・原子力施設安全委員会（ＣＳＮＩ）
・原子力規制活動委員会（ＣＮＲＡ）
・放射線防護・保健委員会（ＣＲＰＰＨ）
・放射性廃棄物管理委員会（ＲＷＭＣ）
・ＯＥＣＤ／ＮＥＡ・ＩＡＥＡ事故・故障報告システム（ＩＲＳ）

ニ．放射線の影響に関する国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）
ホ．原子力安全サミット（モスクワ）、原子力安全作業部会
ヘ．アジア原子力安全会議
ト．国際原子力規制者会議（ＩＮＲＡ）



- 15 -

アジア原子力協力フォーラムの概要

１．目的
原子力委員会が、近隣アジアにおけるにおける地域協力の具体化に向けて意見交
換・情報交換を行い、地域協力に関する関係各国のコンセンサスを得ることを目的
として、平成２年より11年まで近隣アジア諸国の原子力関係者が一堂に会する「ア
ジア地域原子力協力国際会議」を毎年開催した。次回より、「アジア原子力協力フ
ォーラム」と改称すると共に、各国国内システムを強化する。第１回原子力協力フ
ォーラムを２０００年秋頃、タイで開催する予定。
また、本会議の枠組み下で、①研究炉利用、②放射線の医学利用、③放射線の農
業利用、④パブリックアクセプタンス、⑤放射性廃棄物管理、⑥原子力安全文化の
各分野につきセミナー、ワークショップを通じた地域協力活動を実施している。
また、平成11年より、⑦人材養成の分野についても地域協力活動を開始。

２．参加国
オーストラリア、中国、インドネシア、韓国、マレイシア、フィリピン、タイ、
ヴィエトナム（第６回より）、日本（第１０回会議より、ＩＡＥＡがオブザーバ
参加）

３．平成１１年度の分野別地域協力事業概要

分 野 地 域 協 力 事 業 概 要

研究炉利用 中性子散乱研究、ＲＩ製造、研究炉の安全な運転と保守の３分
野に関するワークショップを平成11年11月29～12月１日に日本に
おいて開催。

放 射 線 の 子宮頸がんの放射線治療のための標準プロトコールのとりまと
医 学 利 用 めと活用、子宮頸がん治療のための新手法等に関するセミナーを

平成11年11月30日～12月３日に中国において開催。

放 射 線 の 突然変異育種の効率的な推進のため、植物の品種改良の選抜手
農 業 利 用 法に関するセミナーを、平成12年1月24～28日にインドネシアに

おいて開催。

ﾊﾟﾌﾞﾘｯ ｸ･ 第９回ＰＡセミナーを平成11年10月19～20日に日本において開
ｱｸｾﾌﾟﾀ ﾝｽ 催。ファックスを活用する情報交換ネットワーク（AsiaNNet）を

継続するとともに、電子メール、インターネットホームページに
よる情報交換等、情報媒体の活用によるＰＡの推進を検討。

放 射 性 放射性廃棄物管理のため、規制面、技術面に関するセミナーを
廃棄物管理 平成11年11月７～13日にフィリピンにおいて開催。全ての参加者

は、放射性廃棄物管理の地域協力として、情報交換のための体制
整備等のトピックスについて検討。

人 材 養 成 原子力開発利用に係わる人材養成の現状と課題、ニーズ等につ
いて発表・討論し、相互認識の促進と、人材養成手法に関するセ
ミナーを平成11年11月25,26日に日本において開催。
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研究炉利用 

 

  大臣レベル 

上級行政官レベル 

   コーディネーター＊    
 (各国１名) 

( 各分野毎に各国１名のプロジェクト・リーダー)選任） 

プロジェクプロジェクプロジェクプロジェクト・リーダート・リーダート・リーダート・リーダー    

アジア原子力協力フォーラムアジア原子力協力フォーラムアジア原子力協力フォーラムアジア原子力協力フォーラム 

コーディネーター会合コーディネーター会合コーディネーター会合コーディネーター会合 

各分野の 
 活動報告 

政策検討用 
 文書作成 

 

 

原子力エネルギーの 
パブリックアクセプタンス 

人材養成 

放射性廃棄物管理 
原子力安全文化 

放射線及びＲＩの農業利用 

放射線及びＲＩの医学利用 

＊国内プロジェクト・ 
リーダー間の調整 

アジア地域原子力協力活動アジア地域原子力協力活動アジア地域原子力協力活動アジア地域原子力協力活動 
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原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定（ＲＣＡ）の概要

１．概要

ＲＣＡとは、ＩＡＥＡの枠内で、アジア・太平洋地域の開発途上国を対象として、原

子力科学技術に関する研究開発及び訓練計画を、促進調整することを目的とした協力協

定。実施されるプロジェクトは、①農業、②健康、③工業、④エネルギー／研究炉／廃

棄物管理、⑤環境、⑥放射線防護、⑦その他、７つのテーマプログラムに分類されてい

る。

２．加盟国

オーストラリア、バングラデシュ、中国、インド、インドネシア、日本、韓国、マレ

イシア、パキスタン、フィリピン、シンガポール、スリランカ、タイ、ベトナム、モン

ゴル、ミャンマー、ニュージーランド（１７ヵ国）

３．我が国の協力プロジェクトの概要と参加機関

我が国としては域内先進国の一つとして、開発途上国の重要課題である環境保全・工

業利用、健康・医学利用、放射線防護の３分野について、以下のプロジェクトを中心に

協力を実施中。

○環境保全・工業利用プロジェクト（日本原子力研究所を中心に実施中）

・非破壊検査

・放射線加工（ポリマーに関する放射線化学の応用、天然高分子の放射線加工）

・ＵＮＤＰ／ＩＡＥＡ／ＲＣＡ共同プロジェクト（農業廃棄物利用、電子伝達網の整

備と技術支援）

○健康・医学利用プロジェクト（放射線医学総合研究所を中心に実施中）

・核医学（肝疾患診断のための画像化、甲状腺機能亢進症の放射性ヨード投与治療の

標準化）

・放射線治療の品質管理（放射線治療システム技術向上）

○放射線防護プロジェクト（日本原子力研究所、核燃料サイクル開発機構、放射線医学

総合研究所を中心に実施中）

・個人線量計の相互比較

・アジア標準人の設定

・放射能測定の相互比較
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アジア諸国・地域の原子力関連条約の締結状況等
平成１２年２月現在

原子力事故早 原子力事故緊原子力安全 ロンドン 原子力損害 ＮＰＴ CTBT

に関する諸条 署名 締結状況 期通報条約の 急事態援助条条約の締結 条約の締 賠償 ･

約の締結状況 注 国連総会採択決議 締結状況 約締結状況状況 結状況 ( 1) IAEA保障措置 ( )

中国 ○ ○ × ○ ○(1989.9 ) 署名済み ○ ○発効

1996.4締結 1985.11 1992.3批准 自発的協定 (賛成)締結

韓国 ○ ○ × ○ ○(1975.11 ) 1999.9締結 ○ ○発効

1995.9締結 1993.12 1975.4批准 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ (賛成)締結 保障措置

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ × × ○ ○(1980.7 ) 署名済み ○ ○発効

1994.9署名 1979.7批准 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ (賛成)保障措置

ﾏﾚｲｼｱ × × × ○ ○(1972.2 ) 署名済み ○ ○発効

1970.3批准 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ (賛成)保障措置

タイ × × × ○ ○(1974.5 ) 署名済み ○ ○発効

1972.12 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ (賛成)批准 保障措置

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ○ ○ 1965.11 ○ ○(1974.10 ) 署名済み ○ ○発効

1994.10 1973.8締結 ｳｨｰﾝ 1972.10 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ (賛成)署名 条約批准 批准 保障措置

ｳﾞｪﾄﾅﾑ × × × ○ ○(1990.2 ) 署名済み ○ ○発効

1982.7批准 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ (賛成)保障措置

インド × × × ○個別の保障措 未署名 ○ ○

1994.9署名 置協定 (反対)

ﾊﾟｷｽﾀﾝ ○ ○ × × ○個別の保障措 未署名 ○ ○

1997.9締結 1995. 3 置協定 (賛成)締結

日本 ○ ○ × ○ ○(1977.12 ) 1997.7締結 ○ ○発効

1995.5締結 1980.10 1976.6加入 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ (賛成)締結 保障措置協定

北朝鮮 × × × ○ ○(1992.4 ) 未署名 1986.9 1986.9発効

1985.12 ﾌﾙｽｺｰﾌﾟ ( ) 署名 署名批准 保障措置協定 投票に不参加

注）原子力損害賠償に関するウィーン条約については国連乃至その専門機関、又はIAEAに加盟していることが要件。

パリ条約については、OECD加盟国及び準加盟国又は右に該当しない国について全ての締約国の同意が要件。1997

年9月にウィーン条約改正議定書及び原子力損害に対する補完的補償に関する条約が採択されたが、現在いずれも

未発効。

（出所）総合エネルギー調査会原子力部会報告書、(社)日本原子力産業会議「アジア諸国原子力情報ハンドブック」

「原子力ポケットブック」「原子力年鑑」他
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国際熱核融合実験炉(International Thermonuclear国際熱核融合実験炉(International Thermonuclear国際熱核融合実験炉(International Thermonuclear国際熱核融合実験炉(International Thermonuclear
Experimental Reactor, ＩＴＥＲ)計画についてExperimental Reactor, ＩＴＥＲ)計画についてExperimental Reactor, ＩＴＥＲ)計画についてExperimental Reactor, ＩＴＥＲ)計画について

○ＩＴＥＲ計画とは

人類の恒久的なエネルギー源の一つとして期待されうる核融合エネルギ
ーの科学的、技術的な実現可能性を実証することを目標として進められ
ている国際共同プロジェクト。

○技術目標

燃焼プラズマの制御技術の確立
原型炉の開発に必要な炉工学技術の基礎の形成

○コスト

本体建設費のみの見積もりで４千数百億円
その他、付帯的経費、立地地点固有の経費等を含めると５千億円規模
なお、コストの各極分担については国際的な検討課題

○経緯

●1985年米ソ首脳会談(ﾚｰｶﾞﾝ-ｺﾞﾙﾊﾞﾁｮﾌ)時の核融合開発推進の共同声明

●1988年～1990年 概念設計活動

●1992年７月～1998年７月 工学設計活動
日本、米国、ＥＵ、ロシアにより、世界３地域（日本：那珂町、米
国：サンディエゴ、ＥＵ(独)：ガルヒンク）を拠点に工学設計活動
を実施。

●１９９８年７月から３年間(２００１年７月まで)工学設計活動を延長。
米国撤退後は日本、ＥＵ及びロシアの３極により継続。

●ＩＴＥＲ共同実施協定に関する非公式政府間協議を２０００年４月よ
り開始。

○工学設計活動の成果

●超伝導コイルの開発
発熱を従来の1/5に抑えた高性能超伝導線を開発し、日、米、ＥＵ、ロシアの４
極で分担・製作してITER級の超伝導コイル(外径3.6ｍ、高さ2.8m、重量100t)を
完成し、ITERで必要とされる強い磁場（13テスラ）を実現。
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●真空容器の製作技術の開発
断面の幅5m、高さ15mの真空容器の部分試作をし、高い精度(±5mm以下の精度で
溶接、組立)で製作する技術を開発。

●ブランケット（中性子を受け止め熱エネルギーに変換する機器）製
作技術の開発
熱伝導に優れ強固な筐体（容器）を開発。

●ダイバータ（プラズマからガスを排気する機器）製作技術の開発
最も熱負荷の高い原子炉の燃料棒の１０倍以上の熱に耐えることを実証。

●遠隔保守用ロボットを開発
ブランケットなどの核融合炉内の重量物（約４t）を高い精度（20m先で±2mmの
精度）で扱う遠隔操作機器を開発。

主要諸元主要諸元主要諸元主要諸元

※１※１※１※１核融合出力 ： 50万kw核融合出力 ： 50万kw核融合出力 ： 50万kw核融合出力 ： 50万kw
プラズマ主半径 ： 6.2ｍプラズマ主半径 ： 6.2ｍプラズマ主半径 ： 6.2ｍプラズマ主半径 ： 6.2ｍ
プラズマ副半径 ： 2.0ｍプラズマ副半径 ： 2.0ｍプラズマ副半径 ： 2.0ｍプラズマ副半径 ： 2.0ｍ

※２※２※２※２プラズマ電流 ： 1500万Aプラズマ電流 ： 1500万Aプラズマ電流 ： 1500万Aプラズマ電流 ： 1500万A
本体総重量 ： 未定本体総重量 ： 未定本体総重量 ： 未定本体総重量 ： 未定
建設コスト ： 約５千億円（推定）建設コスト ： 約５千億円（推定）建設コスト ： 約５千億円（推定）建設コスト ： 約５千億円（推定）

※１：70万kwまで運転可能※１：70万kwまで運転可能※１：70万kwまで運転可能※１：70万kwまで運転可能
※２：1700万Aまで運転可能※２：1700万Aまで運転可能※２：1700万Aまで運転可能※２：1700万Aまで運転可能

ITER本体概念図
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旧ソ連、中・東欧諸国の原子力発電所の数（運転中のもの）
平 成 1 2 年 ６ 月
国際協力・保障措置課

炉型 ＲＢＭＫ※ ＶＶＥＲ ＶＶＥＲ ＶＶＥＲ
国名 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 計 440/230 440/213 １０００ 計

ロ シ ア ４ ６ １ １１ ４ ２ ７ ２４
Kursk1,2 －Ⅰ Novovoronezh Kola3,4 Balakovo1～4
Kursk3,4 －Ⅱ 3,4 Kalinin1,2
Leningrad1,2－Ⅰ Kola1,2 Novovoronezh
Leningrad3,4－Ⅱ 5
Smolensk1,2 －Ⅱ
Smolensk3 －Ⅲ

ウクライナ １ １ ２ １１ １４
Chernobyl3 －Ⅱ Rovno1,2 Khmelnitski1

Rovno3
SouthUkraine
1,2,3
Zspotozhe
1～6

リトアニア ２ ２ ２
Ignalina1,2 －Ⅱ

ブルガリア ４ ２ ６
Kozloduy1～4 Kozloduy5,6

アルメニア １ １
Medzamor2

チ ェ コ ４ ４
Dukovany1～4

スロバキア ２ ４ ６
Bohunice1,2 Bohunice3,4

Mochovce1,2

４
ハンガリー Paks1～4 ４

４ ９ １ １４
計 １４ １１ １６ ２０ ６１

※ＲＢＭＫのⅠ、Ⅱ、Ⅲはそれぞれ第１世代、第２世代、第３世代を表す
・閉 鎖 チェルノブイル４号炉 （１９８６年４月事故）

チェルノブイル１号炉、２号炉 （２号炉：１９９１年１０月火災事故）
・建設中 クルスク５号炉（Ⅲ）

テメリン１，２号炉(チェコ、VVER-1000)
モホフチェ３，４号炉(スロバキア、VVER-440/V-213)
フメルニツキ２～４号(ウクライナ、VVER-1000)
ロブノ４号炉(ウクライナ、VVER-1000)
カリーニン３号炉(ロシア、VVER-1000)
ロストフ１，２号炉(ロシア、VVER-1000)
バラコボ５号炉(ロシア、VVER-1000)

・建設中止 南ウクライナ４号炉(ウクライナ、VVER-1000)
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ISTC（国際科学技術センター）について
（ISTC: International Science and Technology Center）

１．目的
①旧ソ連諸国の大量破壊兵器（核兵器、化学兵器及び生物兵器）に関連する技術及び
専門的知識の拡散を防止すること（科学技術協力を通ずる不拡散）。

②右を通じ、ＣＩＳ諸国の市場に基礎を置く経済への移行を強め、平和目的のための
研究及び技術開発を支援すること。

２．経緯
①冷戦終結後、それまで旧ソ連下で大量破壊兵器の開発・製造及びミサイル運搬シス
テムに従事していた科学者・技術者が、彼らの仕事が減少したことに伴い、北朝鮮、
イラン、イラク、リビア等の国々へ流出する危険性が高まった。

②かかる背景を受けて、これらの科学者・技術者の上記の国々への流出を防ぎ、彼ら
に対し平和目的の研究プロジェクトを提供するべく、92年11月、米、EU、ロシアの
４極は「国際科学技術センターを設立する協定」に署名を行った。

③同協定への署名後、一定の準備期間を経て、94年３月、ISTCがモスクワにて発足し
た。

④以後99年10月の第20回運営理事会までに総数835件、総額約２億2,800万ドルのプロ
ジェクトの支援を決定、ISTC設立以来約24,000人の科学者・技術者が対象となって
きている。

３．加盟国等
①現在の加盟国は以下の通り。
＜支援を受ける側＞
ロシア、アルメニア、ベラルーシ、グルジア、カザフスタン、キルギスタン。
＜支援側＞
日、米、EU、韓国､ ノルウェー

②各極の支援表明額の内訳は、以下の通り（99年11月現在）。
日本：約3,100万ドル、米：約9,000万ドル、EU：約8,700万ドル、
その他約2,000万ドル。

４．組織
①運営理事会 ・任務：センターの方針及び手続規則の決定、プロジェクトの承認等。

・日、米、EU、ロシアの４極がその原理事国。
②事務局 ・任務：プロジェクトの契約、実施、監査、プロポーザルの検討・配

布等の一般事務、運営理事会の準備等。
・事務局長、事務局次長、職員等約120名で構成。

③科学諮問委員会(SAC: Sciecne Advisory Committee)
・任務：支援要請されているプロジェクトにつき、運営理事会に対し
科学的助言を与えること等。

５．パートナー・プログラム
民間企業等国以外の機関（パートナー）によるプロジェクトへの支援に関する規則

「パートナー・プログラム」が第13回運営理事会において承認され、各支援極ともパ
ートナーが参加している。
我が国では、年３～４回程度企業説明会を行っており、これまでに14社・機関がパ

ートナーとして承認されている。
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国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の概要とその職員構成について

１．ＩＡＥＡの概要
（１）発 足
・米国の提唱を契機に１９５７年７月、国際原子力機関憲章に基づき設立
・本部所在地：ウィーン（オーストリア）
・我が国は設立当初からの原加盟国

（２）目 的
・世界の平和、保健及び繁栄に対する原子力の貢献を促進し、増大する。
・また、その管理下で提供された援助が軍事的目的を助長するような方法で利用されな
いように確保する。

（３）加盟国 １３０ヶカ国（１９９９年１２月）
（４）組 織
・総会：全加盟国の代表者で構成され、通常年１回（９月）開催。
・理事会：９９年現在、３５ヶ国で構成。我が国は、理事会指定理事国。
・事務局：職員総数 約１，８００名（内 邦人職員２３名 ）＊１

・事務局長：モハメド エルバラダイ（エジプト出身）
（５）予 算
・２０００年通常予算：約２．２億米ドル（約２３１億円）
・２０００年の我が国の分担率は約２０．２％で、米国の２５％に次いで２番目

（６）主な業務
・開発途上国に対する原子力平和利用分野での技術協力
・核物質等が軍事的目的に転用されていないことを検認するための保障措置の実施
・原子力発電、核燃料サイクルの安全性に関する調査検討の実施
・アイソトープ、放射線利用、核融合等の研究分野での活動の実施

２．ＩＡＥＡにおける地域別職員構成
１９９８年６月時点における総職員の４２％を占める専門職・上級職員（９２８名）の

構成は以下のとおり。（ＩＡＥＡデータより）
極東 ８．４％（うち、日本：２．９％ ）＊２

東南アジア及び太平洋 ４．６％
中東及び南アジア ７．２％
アフリカ ７．８％
東欧 １３．４％
西欧 ３０．０％

（うち、英：４．６％、独：４．３％、仏：２．５％）
南米 ８．４％
北米 ２０．２％

＊１ ２０００年３月現在、この他にコストフリー職員１６名が勤務
＊２ この中には、コストフリー職員は含まれていない。
＊３ ＩＡＥＡホームページ・アドレス http://www.iaea.or.at
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経済協力開発機構原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）の概要について

○ＮＥＡの概要

（１）沿 革

１９５８年２月 欧州経済協力機構（ＯＥＥＣ）欧州原子力機関（ＥＮＥＡ）設立

１９６５年２月 日本準加盟

１９７２年４月 日本正式加盟。名称をＮＥＡに変更

本部所在地：イシレモリノ（仏：パリ郊外）

（２）目 的

参加国政府間の協力を促進することにより、安全かつ環境的にも受け入れられる経済

的なエネルギー資源としての原子力の開発をより一層進めることを目的とし、原子力政

策、技術に関する意見交換を主に行う。また、行政上・規制上の問題の検討、各国法の

調査及び経済的側面の研究も実施。

（３）加盟国 ２７か国

オ－ストラリア、オ－ストリア、ベルギ－、カナダ、チェコ、デンマ－ク、フィンラ

ンド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イタ

リア、日本、韓国、ルクセンブルグ、メキシコ、オランダ、ノルウェ－、ポルトガル、

スペイン、スウェ－デン、スイス、トルコ、イギリス、アメリカ合衆国。

（４）組織

機関の活動は、ＮＥＡ運営委員会にて政策的な決定を行い、より詳細な内容は常設技

術委員会及びその下部に設置されたワーキンググループ等により実施。

・ＮＥＡ運営委員会：春及び秋の年２回開催。

・事務局：職員総数 約７２名（内 邦人職員３名、割合は約４％）

・事務局長：ルイス・Ｅ・エチャバリ（スペイン出身）

予算（５）

・１９９９年通常予算（ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ事業を含む）：約７５百万ＦＦ（約１５億円）

・我が国の分担率は２３．８１％で米国に次いで２番目の拠出割合（ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ事業につ

いては分担率は２５％で一位）

（６）主な業務

・各常設技術委員会を通じた情報交換及び政策に関する討議

・デ－タバンク事業への参加

・ＮＥＡ傘下コンソーシアムによる共同作業
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